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読者の皆様、

インド太平洋防衛フォーラムにようこそ。今号のテーマは	
「非対称な脅威」です。
中国政府は 2012 年にフィリピンからスカボロー礁を武力で

奪取した後、浚渫船（しゅんせつせん）が作った人工地形を基礎に軍事
基地のネットワークを構築。それによって係争中の南シナ海の大部分を
支配するための作戦を十年近くに渡って展開しました。その結果生じた
中国の領土奪取は、インド太平洋地域で同政権がハイブリッド戦争を使
用した最も顕著な例となっています。 
今号では、従来の戦争の開始点を下回る継続的かつ新しい「非対称

な脅威」に対抗するための統合抑止の重要性を中心に取り上げ、さらに
インド太平洋の同盟国、提携国、志を同じくする国々が、こうした侵略
や圧力への戦略的対応を積極的に準備することによって、地域の安全と
安定を確保できる理由と方法も明らかにします。 
冒頭の特集では、米国のアーサー・N・トゥラック（Arthur N. 

Tulak）退役陸軍大佐が、中国とロシアのグレーゾーン活動に対抗する
ために同盟諸国と提携諸国が主導する戦略的アプローチについて考察し
ています。ハイブリッド戦争と圧力に焦点を当てた統合的な抑止力を展
開するには、中国とロシアの行動を対象とした明確な戦域レベルの概念
と目標を策定する必要があると同氏は主張。このような積極的な戦術を
用いることに対する費用便益の計算を変えるには、協調的な複数年に及
ぶ作戦が必要であると記しています。
さらに、専門家チームによる分析では、中国が中国共産党の目的を

達成するために、どのように人工島の拠点の構築から、海上民兵を用いた
南シナ海での活動の支配を主張することに重点を移したかについて解説。
FORUMスタッフによる記事では、中国の一帯一路構想により推し進	
められたインフラプロジェクトが、多くのインド太平洋諸国に持続不可能
な債務を負わせることになった経緯が記されています。別の記事でも、
地理戦略家で著述家のブラーマ・チェラニー氏が、中国共産党がインド
太平洋で水を武器化した方法について洞察し、同政権が大規模な上流	
ダムの建設を通じて川の国境を越えた流れを非対称に制御することで、
水をめぐる紛争の可能性が高まるとしています。 
中国の領域計算を変化させることを期待しつつ、本誌の他の記事

では、地域同盟とパートナーシップの強化、半導体産業とその他のサ
プライチェーンの保護など、考えられる解決策を指摘します。また、
FORUMスタッフの記事では、「バリカタン 2022」によってフィリピン
と米国の相互運用性、パートナーシップ、同盟関係をどのように新たな
レベルへと引き上げられたかを詳述するとともに絶えず強化されている
両国間の結びつきが、いかにインド太平洋における統合抑止力の増大に
つながるかを明らかにしています。
本誌は、これらの論説を通じて、「非対称な脅威」に対する議論が各地域

で活発化する促進されることを望んでいます。読者の方々のコメントをお
待ちしております。FORUMスタッフ（ipdf@ipdefenseforum.com）
宛に皆様のご意見やご感想をお寄せください。

インド太平洋の行方IPDF
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寄稿者IPDF

サヘリ・チャタラジ（SAHELI CHATTARAJ）氏はニューデリ
ーのジャミア・ミリア・イスラミア大学（Jamia Millia 
Islamia University）国際学術アカデミー中国学科助教。
ジャワハルラール・ネフルー大学（Jawaharlal Nehru 
University）で中国語・文学・文化研究の学士号と修士号を、
同大学大学院国際学研究科で中国哲学の修士号を取得し、現

代印中関係、中国の政治と国家・社会関係、中国の環境ガバナンス、現代
中国文学などを研究している。36 ページに掲載

ブラーマ・チェラニー（BRAHMA CHELLANEY）氏は、地理戦略
家、学者、著作家、解説者。ニューデリーの政策研究センタ
ー（Center for Policy Research）で戦略研究の名誉教授、
ベルリンのロバート・ボッシュ・アカデミー（Robert Bosch 
Academy）でリチャード・フォン・ワイゼッカー（Richard 
von Weizsäcker）フェロー、キングス・カレッジ・ロン

ドンの過激化研究国際センター（International Centre for the Study of 
Radicalization）でアフィリエートを務めている。著書に国際的ベストセ
ラー『Asian Juggernaut:    The Rise of China, India, and Japan（アジ
アのジャガノート：中国、インド、日本の興隆）』、受賞作である『Water: 
Asia’ s New Battleground（水：アジアの新たな戦場）』（Georgetown 
University Press 刊）、『Water, Peace, and War: Confronting the Global 
Water Crisis（水、平和、そして戦争：世界的な水危機との対峙）』（Rowman 
& Littlefield 刊）がある。 30 ページに掲載 

アーサー・N・トゥラック（ARTHUR N. TULAK）博士はジョー
ジア工科大学の研究員で、ハワイ州の米インド太平洋軍司令
部における情報作戦アドバイザー。米国陸軍および米国国防
総省の幹部レベルの軍歴としては、18年間歩兵部隊将校を
務めたほか、退役前に大佐として 14年間情報作戦に従事し
た。南カリフォルニア大学より教育学博士、ミズーリ州立大

学より防衛および戦略研究修士、アメリカ陸軍指揮幕僚大学より軍事戦術
学修士を取得。8 ページに掲載

グレゴリー・B・ポーリング（GREGORY B. POLING）氏は、戦略
国際問題研究所（CSIS）のアジア海洋透明性イニシアチブ
（AMTI）を率いるシニアフェロー。南シナ海紛争の専門家で
あり、東南アジアにおける米国の同盟関係、民主主義とガバ
ナンス、インド太平洋全域の海上安全保障に関する研究を行
っている。 

タビサ・グレース・マロリー（TABITHA GRACE MALLORY）氏は
中国海洋研究所（China Ocean Institute）の創設者兼CEOで、
ワシントン大学ヘンリー・M・ジャクソン国際学部の准教授。
中国の外交・環境政策を専門とし、中国と世界の海洋ガバナ
ンスに関する研究を行い、中国の漁業・海洋政策に関する著
作を発表している。 

ハリソン・プレタ（HARRISON PRÉTAT ）氏は戦略国際問題研究
所のアジア海洋透明性イニシアチブのアソシエイトフェロー
で、海上紛争、米中関係、アジアにおける国際的な経済関与、
21世紀における国際機関への課題について研究。24 ページに掲載
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地域全体の展望

2 プラス 2で共有する安全保障を強化

オーストラリアとインドの貿易相は、日米との共通の安
全保障パートナーシップにより、豪印両国が貿易協定を
締結したことで、対中国輸出へオーストラリアが依存し
ている現状が軽減されることが期待されると述べた。
インドは、2022 年 4月に署名された協定を、オース

トラリアとの関わりを深める外交クーデターと見なして
いる。両国は、日米を含めた「4か国間対話（クアッド）」

として知られる安全保障ブロックに属している。（写真：
2022年3月にバーチャル開催された首脳会談でスコット・
モリソン（Scott Morrison）豪首相と対談するナレンドラ・
モディ印首相。）
オーストラリアにとって、この協定は輸出企業に大き

な市場を開くものとなる。オーストラリア政府と中国政
府の間の摩擦は、石炭、牛肉、魚介類、ワイン、大麦を
含むオーストラリアの輸出に対する公式および非公式の
中国貿易制裁につながった。
当時のダン・ティーハン（Dan Tehan）豪貿易相は、

メルボルンで開かれたインドのピユーシュ・ゴヤル
（Piyush Goyal）商務相との記者会見で、クアッドを通
じてオーストラリアとインドの関係が強化されていると
述べた。
「自由民主主義が繁栄できる場所としてインド太平洋
を自由で開放された地域として維持していくことは非常
に重要である」。
ゴヤル商務相は「日本、オーストラリア、米国、	

インドは、戦略的、政治的に多くの側面を持つ戦略対話	
（クアッド）を構築したことで、平和と安定を確保し、	
この地域の国々間の経済的パートナーシップを強化
するために取り組んでいる」とした。
その上で、「地政学的、より大きな世界の次元から、

両国の関係がより近くなることを確信している」とも付
け加えた。AP 通信

2022 年 4 月、日本とフィリピンの防衛
大臣は、中国がこの地域でますます積極
化している軍事行動について懸念を共有
した上で、安全保障協力を強化し、両軍
の共同訓練を拡大することで合意した。

日本の岸信夫防衛相（当時）と
デルフィン・ロレンザーナ（Delfin 
Lorenzana）比国防長官（当時）は、ロ
シアのウクライナ侵攻がインド太平洋地
域に与える影響について懸念を共有。同
様に、日本の防衛省は声明で、中国を名
指ししない形ではあるが、武力による現
状変更の試みは容認できないと指摘した。

その後、日本の林芳正外相と当時のテ

オドロ・ロクシン・ジュニア（Teodoro 
Locsin Jr.）比外相（当時）も加わり、両国
にとって最初の安全保障についての話し合
いである「外務・防衛担当閣僚会合（2 プ
ラス 2）」が行われた。日本は、世界有数
のシーレーン（海上交通路）があるこの地
域における中国の領有権主張に対する懸念
を共有するパートナー国（米国、オースト
ラリア、フランス、ドイツ、インド、英国）
との共同訓練を大幅に拡大している。

日本が実効支配する尖閣諸島の領有
権を主張する中国が周辺の東シナ海で
中国人民解放軍海軍や中国海警局によ
る活動を活発化させていることもあり、

日本政府は特に同海域に対する懸念を
高めている。 

岸防衛相とロレンザーナ国防長官は、
防衛装備と技術移転の協力を強化するこ
とでも合意。2020 年、日本政府とフィ
リピン政府はフィリピン軍への日本製航
空レーダーシステムの輸出について合意
している。 AP 通信

クワッド・パートナーシ
ップの鍵となる貿易協定

左から：2022 年 4 月に東京にて、フィリピン
のデルフィン・ロレンザーナ国防長官（当時）、
テオドロ・ロクシン・ジュニア外相（当時）、
日本の林芳正外相、岸信夫防衛相（当時） 
安全保障について懇談を行った。

IPDF
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グローバルな「原動力」

2022 年 4 月にワシントンで開催された会談で、韓国の当時
の次期大統領のアドバイザーが、核爆撃機や潜水艦などの
米国の戦略的資産を朝鮮半島に再配備することを求めた。

2022 年 3 月に選出され、2 か月後に就任した尹錫悦（Yoon 
Suk Yeol）大統領の外交政策と安全保障担当補佐官のチーム
は、米国のジェイク・サリバン（Jake Sullivan）国家安全保
障問題担当大統領補佐官と会談し、北朝鮮政府が武器実験に
踏み切る中、北朝鮮からの脅威を抑止するために、より恒常
的な安全保障上の存在を求めた。

「戦略的資産を展開することは、拡大的抑止策を強化する
ための重要な要素であり、議論中に当然話題に上がった」と、
韓国代表団を率いた 4 期目の国会議員である朴振（Park Jin）
議員は述べた。

朴議員はまた、北朝鮮の脅威に対する米国の拡大的抑止策
を強化する方法について検討したとした。

ホワイトハウスの関係者は、双方が米国の防衛に関するコ
ミットメントについて「一般的に話し合った」と述べた。

会談に先立ち、2022 年 3 月には北朝鮮が新型の大陸間弾
道ミサイルを発射したことで緊張が高まった。

米国の爆撃機、空母、原子力潜水艦の配備は、北朝鮮の脅
威に「毅然と対応する」ことを約束した尹大統領の選挙公約
でもあった。

また、尹大統領は文在寅（Moon Jae-in）前大統領の下で
縮小された米国との共同軍事訓練を「正常化」することを誓
い、半島の非核化に向けて膠着状態にある対話を再開するこ
とを目指している。（写真：2022 年 4 月、在韓米軍司令官を
務める連合国軍最高司令官総司令部センターのポール・J・ラ
カメラ（Paul J. LaCamera）大将と、大韓民国の米韓連合司令
部副司令官のキム・スンギョン（Kim Seung-kyum）大将（右）
と会談する韓国の尹錫悦次期大統領）

「最も重要なのは、北朝鮮の挑発に強力に対応できるよう
に抑止力を維持することだということで合意した」と朴議員
は述べた。ロイター

ベンガル湾の7か国で構成される、ベン
ガル湾多分野技術経済協力イニシアチブ
（BIMSTEC）は、加盟国の地理的優位性

やその他のリソースを緊急に利用して脆弱性に
対処し、災害への備えを集団的に強化する必要
性を提唱した。
BIMSTECは、2022 年 3月下旬に 3日間に

わたり開催された首脳会談の最終日の宣言で、
加盟国が貧困、自然災害、気候変動、パンデミ
ック、国際犯罪と闘うことを決議したと発表した。
加盟諸国はまた、食料とエネルギーの安全保

障に向けて取り組み、貿易、投資、観光とテク
ノロジーを増加させ、COVID-19 パンデミック
による経済的損失を相殺するための繋がりを強
化することでも合意した。
インドのナレンドラ・モディ首相はバーチャ

ルスピーチで、2022 年 2月のロシアによるウク
ライナ侵攻について、「ここ数週間のヨーロッパ
の動きは、国際秩序の安定性に疑問符を投げか
けている。そうした状況にあって、BIMSTECが
より積極的に地域協力を行うことがますます重
要になっている」と言及した。

さらに「地域の安全をより優先することも不
可欠になっている」とも述べている。
モディ首相は、災害管理における協力を可能に

するべく、BIMSTEC気象気候センターを復活させ
るためにインドが300万米ドルを拠出すると述べた。
イニシアチブに参加した首脳らはさらに、地

域的および世界的に組織の役割を高めるための
重要な一歩であるとする「ベンガル湾多分野技
術経済協力イニシアチブ憲章」に署名した。 
首脳会議には、バングラデシュ、ブータン、

インド、ネパール、スリランカ、タイの首脳が
バーチャルで出席。ミャンマーからもワナ・マ
ウン・ルイン（Wunna Maung Lwin）外相が代
表として出席した。AP 通信
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14 年、ロシアがウクライナからクリミ
ア半島を奪取するために「ハイブリッド
戦争」と呼ばれるようになった手段に

出たことで、武力紛争レベルを下回る、一見新しい
戦争を世界は目撃した。しかし実はそれと似た手法
は、クリミアの 2年前、中国がフィリピンからスカ
ボロー礁を強制的に奪取した際にも取られていた。
世界最大級の海洋浚渫船隊（かいようしゅんせつせ
んたい）を使って南シナ海に人工的地形を作り、埋
め立てられた海域に建設した一連の軍事拠点という
形で「青い主権の土」を提供するという、複数年に
わたる領土征服運動だ。これらの成果を有意義な反
対すらなく固めた共産主義中国は、致命的な武力を
行使する意欲と覚悟を示すことで、隣国に領土拡大
運動を黙認するよう強制している。こうした活動は、
領土主権運営の積極的な実行、法執行機関、準軍事
勢力および軍事勢力による強制運営、および「超
限戦（Unrestricted Warfare）」や「三戦（Three 
Warfares）」のドクトリンと戦略の要素の使用を通じ
て行われている。過去 2年間、中国共産党中央軍事
委員会委員長である習近平中国共産党総書記の下で、
中国は実際の軍事力のレベルおよび脅威を高め、南
側および東側の周辺全体に沿って、特にインド軍、
日本の自衛隊および台湾軍に対して致命的な軍事力
の使用を辞さない姿勢を見せている。
2014 年、ロシアはウクライナ・ロシア戦争の第

一段階として、ウクライナのルハンスク州とドネツ
ク州の東部地区を分割するためにハイブリッド戦争
を採用した。最近では、ロシアがウクライナとの国
境に軍事力を配置し、1年を費やしてウクライナの
西側への移行に関して譲歩を強要した。この姿勢は、
2022 年 2月下旬に主権国家に対する従来の軍事侵攻
を開始する前段階であったことが証明された。中国
とロシアにとって、武力行使の意思を示すことは、
米国の同盟国と提携国を威嚇するという共通の目標
の一環だ。両国の侵略は、相互防衛条約と合意を遵
守する米国の能力と国家意志に対する同盟国と提携
国の信頼を失わせることを意図している。このよう

な武力の脅威には、米国や他の国々が中国の侵略や
圧力を黙認させようとする狙いがある。
中国の領土征服軍事活動には、最終的には自治権

を持つ台湾島が含まれるが、ロシアの目標はウクラ
イナをはじめ、かつてソビエト連邦の一部であった
他の国家やワルシャワ条約機構加盟国も含まれる可
能性がある。こうした侵略の増幅を通じて、両国は
自国の領土的利益を維持し、作戦・情報環境で攻勢
を継続する機会を生み出す抑止および強制効果を狙
っている。
中国とロシアが軍事的、準軍事的、法執行機関的、

商業的手段を採用して、武力紛争手前のグレーゾー
ン戦術により、隣国に対する軍事的強要をほぼ 10年
にわたり展開してきた今、そのような課題に対する
戦略的アプローチと、それらをより効果的に抑止す
る方法を再考する時が来た。従来型の抑止力は、ソ
連との冷戦時代に軍、政府、学会で保持されていた
水準を確実に取り戻している。しかし、過去2年間で、

20

中国のグレーゾーン作戦に対抗するための 
戦略的アプローチの再考 
COL. (RET.) アーサー・N・トゥラック（ARTHUR N. TULAK）退役大佐 / 米国陸軍

南シナ海のスカボロー礁付近でフィリピンの漁船に水鉄砲を発
射する中国の沿岸警備船。中国はフィリピンから強制的に同礁
を奪取した。AP 通信
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敵対勢力のグレーゾーン的搾取によって抑止の問題が
複雑化しており、米国の従来型抑止の有効性を疑問視
させるような状況を世界中が直接目の当たりにしてき
た。敵対国は、戦略的な目標を達成するために紛争の
閾値を下回る行動をとっており、米国とその同盟国が
対応する前に、攻撃的行動に出て、利益を固める可能
性がある。

米国の経済力、軍事力、および国家意志の実際
または認識的低下によって、抑止力が弱まっている
という声もある。米国のジム・インホーフェ（Jim 
Inhofe）上院議員とジャック・リード（Jack Reed）
上院議員は、2020 年 5月にウェブサイト「ウォー・
オン・ザ・ロックス（War on the Rocks）」の解説
で、「現在、インド太平洋地域では、ますます侵略的
な中国が包括的な軍事近代化を続けており、その抑止
力の基盤が崩壊しつつある」と警告している。米国元
国防次官で政策担当のミシェル・フルノイ（Michele 
Flournoy）氏はその 1か月後、こうした懸念に同調
して、フォーリン・アフェアーズ誌に「中国の主張と
軍事力の増大と米国の抑止力の喪失という独特の危険
な組み合わせ」のために、戦争のリスクは「数十年も
前よりも高くなっている」と記している。

侵略を通じたメッセージング
中国とロシアはグレーゾーン戦争を通じて、平時に従
来の軍事目標を達成している。これに似た状況であっ
た冷戦では、実際に軍事力の使用も含まれた。両独裁
政権は、グレーゾーン的な行動と圧力を支えるべく、
軍事力を使用する準備ができていることを示してき
た。こうしたアプローチは、さらなる暴力と強制を恐
れて、自己検証し、行動を自己検閲することを意図し
たターゲットに強制する、好戦的かつ傲慢な侵略を通
じたメッセージングと言える。中国とロシアは、領土
主張を受け入れさせ、対立を避けるよう敵対国や関係
国に働きかけるため、武力行使に出る意志の優位性を
示そうとしている。

強制的手段には、秘密諜報活動、サイバー作戦、
経済制裁、選挙干渉、海上民兵隊の採用、反対派への
軍事援助、プロパガンダ、懲罰的な政治的措置、資源
の搾取、国内の政治的反対派への支援、貿易収縮、阻
止（禁輸措置）または操作などが含まれる。
中国人民解放軍（PLA）は、中国の近隣諸国の空域、

陸地、海域への容赦ない強制侵攻を行うことで、敵を
消耗させ、そうした挑発行為の新たな「常態」を生み
出そうとする一方、軍事的奇襲や、より攻撃的な行動
のための近接発射地点を実現する条件の改善を目指し
ている。
台湾の場合、人民解放軍の侵入は島の独立を台湾

政府が正式に宣言することを阻止すると同時に、台湾
の軍人や民間人の鈍感化や士気低下を招き、戦闘要員
や戦闘システムに披露やストレスを引き起こすことを
狙っている。中国は武力による威嚇で、対象国が	
政治的行動に出る意志を低下させようとしている。	
こうした姿勢は恐怖、疑念、不安を植え付け、台湾の
決意を弱めることを目的としている。2021年と 2022
年前半には、台湾の防空識別圏への中国人民解放軍の
侵入頻度と一回あたりの航空機数が飛躍的に増加し、
2021 年の侵入回数はほぼ毎日に達した。
米国の抑止構造が脆く効果がないと見なされる中、

彼らは、敵のグレーゾーン戦術の勝利は抑止力を削り
取り、従来の戦争でさらに大きな賭けを達成できると
いう自信を着実に深めている。元米国国務次官補で国
家安全保障顧問のエリオット・エイブラムス（Elliott 
Abrams）氏が、2022 年 3月にナショナル・レビュ
ー誌の記事「新たな冷戦（The New Cold War）」で
述べているように、グレーゾーン戦術による侵略に対
する説得力のない対応は、将来的に侵略を招く可能性
がある。 
さらに、軍事・政策アナリストのデビッド・サン

トロ（David Santoro）氏とブラッド・グロッサーマ
ン（Brad Glosserman）氏が指摘するように、グレー
ゾーン作戦が継続され、対応がなされないままであれ
ば、米国の同盟国を不安にさせ、抑止力が失われてい
るとの認識を与える恐れがある。これは、2020 年に
中国人民解放軍部隊が中印国境沿いで起こした戦闘で
63人の死者と 40人以上の負傷者を出したことや、
2019 年に中国人民解放軍海上民兵隊の一員であると
思われる中国漁船がフィリピン漁船に衝突し、沈没さ
せたことで、22人のフィリピン人乗組員が海上に取
り残され、ベトナム漁船に救助されたことなど、人命
の損失を引き起こしたり、脅かしたりする場合に特に
言えることだ。
では、どうすれば敵対国によるグレーゾーン作戦

や圧力を抑止できるのか。
ジェームズ・デュビック（James Dubik）米国退

役陸軍中将は、2022 年 1月の米国陸軍協会に寄稿し
た記事で、「アメリカの民間人および軍事戦略家はこ
れまで、抑止力を従来型戦争または核戦争の抑止とい

中国人民解放軍（PLA）は、
中国の近隣諸国の空域、 
陸地、海域への容赦ない 
強制侵攻を行うことで、 
敵を消耗させ、そうした 

挑発行為の新たな「常態」を 
生み出そうとしている。
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う 2つの形で捉えてきた」と述べている。しかし、
デュビック氏は、「我々の敵が従来の戦争の閾値を下
回る戦略目標を達成するのを阻止する」第三の抑止
力が存在すると指摘している。
2019 年の報告書『戦略的競争の時代における

抑止力の再検討』も、この第 3の抑止力を組み
入れる必要性を認識している。サントロ氏、ブレ
ンダン・トーマス=ノーン（Brendan Thomas-
Noone）氏、アシュリー・タウンシェンド（Ashley 
Townshend）氏は、オーストラリア・シドニーの米
国研究センター（United States Studies Centre）の
ために同報告書を執筆。インド太平洋における戦略
的競争の性質は、「米国、オーストラリア、およびそ
の同盟国やパートナーによる抑止への新たなアプロ
ーチを必要とする」と主張した。具体的にはグレー
ゾーン的圧力を抑止するために「統合された方法で
圧力に抵抗、拒否、または処罰」するという、より
積極的な戦略を求めた。

明敏な抑止アプローチ
2022 年 2月に米国のジョー・バイデン政権が発
表した米国のインド太平洋戦略は、2021 年に米
国のロイド・オースティン国防長官が発表した
統合抑止の概念を詳述するものだ。この戦略に
は、グレーゾーンの行動と圧力を抑止するとい
う概念が含まれており、2019 年版の戦略よりも
この領域に重点を置いている。2019 年の戦略で

は、中国のグレーゾーン活動について安全保障の姿
勢を段階的に変化させているとの認識を示しながら
も、それらを抑止することは求めなかった。新戦略は、
抑止および戦闘の観点から、同盟国と提携国の存在
が戦力増強につながると強調している。この増幅効
果は、同盟国および提携国が米軍とシームレスに連
携する能力に根差しており、戦術、通信および武器
システムにおける相互運用性を確立・維持するため
の努力と投資の結果である。
オースティン国防長官は新戦略における同盟国や

提携国の重要性に言及し、「統合抑止とは、いわゆる
グレーゾーンを含む紛争範囲全体における圧力や攻
撃を抑止するための提携国との協力も意味する」と
説明した。2022 年の米国のインド太平洋戦略では、
「領土境界線の変更の企みや海洋における国家主権の
弱体化の企みに対抗するなど、抑止力を強化し、威
圧行為に対抗できるイニシアチブ」を展開すること
を求めている。また、2024 年初頭までに達成される
べき行動計画も含まれており、タスクの緊急性と即
時性を高めている。
統合抑止の大きな推進力となっているのは、米国

政府全体および同盟国・提携国の間でまだ十分に統
合されていない抑止行動による予期せぬ影響および
結果のリスクを管理する必要性だ。「米国の抑止努

台湾近辺を飛行する中国の爆撃機を監視する台湾空軍の F-16
戦闘機。AP 通信
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力において 1つの潜在的な敵のみに焦点を当てるこ
とは、他の敵に焦点を当てた我が国の保証、制止、
抑止努力に望ましくない、予期せぬ第 2次および
第 3次の影響を及ぼす可能性がある」と米国国防
総省は 2006 年の『Deterrence Operations:Joint 
Operating Concept（抑止作戦：共同作戦構想）』
で述べている。米国軍における各地域の戦闘軍司
令部は、それぞれの担当区域内の同盟諸国や提携
諸国と相互に抑止力を統合しなければならない。
例えば、言うまでもなく、米国インド太平洋軍
（USINDOPACOM）は、米国欧州軍および米戦略軍
の中核的な焦点であるロシアに対して共通の脅威を
抱えている。一方、中国のプレゼンスが世界的に拡
大する中、すべての戦闘軍司令部は米国インド太平
洋軍主導の統合抑止努力に貢献することを求められ
ている。
グレーゾーンの行動と圧力に焦点を当てた統合

抑止力を展開するには、中国とロシアの行動を対象
とした明確な戦域レベルの概念と目標を策定する必
要がある。2006 年の米国共同作戦構想は、抑止目
標と効果的な抑止運用を開発するためのガイダンス
とフレームワークを示した。具体的には、グレーゾ
ーン作戦の脅威を挙げ、抑止構造は「敵が自分たち
の行動を米国の決意と対応の『レーダースコープ』
を下回っていると誤って認識する可能性に対する」
防衛策として機能できる柔軟性を持つ必要があると
説明した。
こうした認識を変更するには、メッセージング

と作戦を明確にすることで、グレーゾーン行動に対
抗し、切り込むことが求められる。抑止構想の実行
に関して、戦略、計画および能力担当のマーラ・カ
ーリン（Mara Karlin）米国国防次官補は、抑止活
動は「米国国防総省が抑止関連の決断がもたらす影
響を定期的に検討できるよう、日常的に行われな
ければならない」と主張している。さらに、第二
に、「たとえ同意しなくとも、関係各国が自分たち
の調査結果を尊重するよう厳格なものでなければな
らず、最後に、明敏なものでなければならない」
とした。2022 年 4月に開催された「米海軍協会シ
ンポジウム（Navy League Sea, Air, and Space 
Symposium）」で、米国太平洋艦隊司令官サム・パ
パロ（Sam Paparo）大将が発言したように、米国
の抑止メッセージを効果的に伝えることは、国家、
同盟、連合の意志や能力に関する敵対国の認識を変
えるという点において、あらゆる抑止努力を「すべ
て網羅」する作戦だ。
共同作戦構想はこれを強化したもので、抑止は

日々の作戦に織り込まれなければならないとしてい
る。つまり、作戦の計画および命令、危機対応計画、
および紛争計画の全段階に反映されなければならな
い。同文書では、平時のキャンペーン活動が抑止活

2022 年 3 月、自由で開かれたインド太平洋作戦を支援する米豪二
国間訓練演習で、米国空軍の B-2 スピリット爆撃機がオーストラ
リア空軍と米国空軍の戦闘機と共に編隊飛行する様子。ヘイリー・ホー

（HAILEY HAUX）技能軍曹 / 米国空軍
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動の基盤となるべきであり、平時の抑止活動は「危機、
武力紛争、緊張の激化 /緩和、戦争終結、および戦
後の活動を通じて広がることが可能なものでなけれ
ばならない」と明記されている。
複数の課題を敵に同時的に提示するためには、他

の国力要素との統合と同盟国との統合が必要だ。軍
事力の要素がより広範囲の統合抑止の一部とならな
い場合、「武力の示威行動、航行の自由作戦および多
国間演習といった作戦や、中国の指導者との軍事関
係で、中国の行動を変えられる可能性は低い」と米
国退役空軍大佐のトーマス・A・ドロハン（Thomas 
A. Drohan）氏は述べている。同様に、軍事力の明
確で認識可能で関連性のある要素によって強化され
ていない非軍事的手段に基づいて構築された抑止行
動では、失敗する可能性が高い。例えば、オースト
ラリアのニューサウスウェールズ大学の日本政治お
よび北東アジアの安全保障問題の専門家であるオ
ーレリア・ジョージ・マルガン（Aurelia George 
Mulgan）氏は、ザ・ディプロマット誌の記事で、中
国の法的戦争（ローフェア）に対して国際規範や法
律を引用した対応策では、領土拡大の抑止に失敗し
ている、と述べている。

同様に、ジュネーブに拠点を置く国際組織犯罪
対策会議（Global Initiative against Transnational 
Organized Crime）によると世界最悪の犯罪者であ
る、中国の大規模な漁船団による違法・無報告・無
規制の漁業などのグレーゾーン活動に対抗するには、
統合的なアプローチが必要だ。こうした形態の経済
戦争に対抗するため、米国は米国海軍の軍事力と米
国沿岸警備隊の法執行機関を組み合わせた適応型パ
ッケージを採用しており、目に見える抑止活動と能
力を提供している。
軍事力の要素は、あらゆる抑止戦略に不可欠

だ。米国国防総省は、中国を米国にとって「安全
保障政策を規定する第一の脅威（No. 1 pacing 
challenge）」であると認識し、2020 年にこの地域
における抑止に必要な力の姿勢と能力を特定・実
施するための「太平洋抑止イニシアチブ（Pacific 
Deterrence Initiative）」を発表した。敵対国は戦力
態勢の変化および能力向上の有効性を評価すると見

られるが、抑止力の軍事的要素は明確に示されなけ
ればならない。これには、現地勢力、二国間および
多国間演習（およびそれに伴う相互運用性の向上）、
実験および演習における関連能力の実証、および重
要な戦闘能力への財政投資という形が考えられる。
中でも、最後の要素は、米国政府が太平洋抑止イニ
シアチブの戦力態勢、マルチドメイン訓練、実験、
および戦域ミサイル防衛を強化するための優先事項
に資金を出したことからも明らかだ。

パートナーシップの枠組み
同じ志を持つ国々との協力的なパートナーシップは、
国家、地域、および世界の安全保障にとって重要だ。
2019 年の「インド太平洋戦略」では、同盟国および
提携国の貢献を集団安全保障に統合する必要性が強
調された。この戦略を通じて、米国は、集団安全保
障を強化するために互恵的な協力枠組みを開発する
ことを目指しながら、確立された同盟とパートナー
シップを強化することを約束した。同年の米国研究
センターの報告書の中で、サントロ氏、トーマス＝
ヌーン氏およびタウンシェンド氏は、同盟国および
提携国と調整および統合された抑止努力および作戦
が、「中国による行動の犠牲を散らし、個々の国の抑
止戦略の影響を増大させる」ことができると指摘した。

2020 年、当時のマーク・エスパー（Mark 
Esper）国防長官は、「同盟とパートナーシップの開
発に関するガイダンス」を発表し、同盟とパートナ
ーシップを開発するための取り組みの計画と監督を
強化した。統合参謀本部によると、このガイダンス
は、「同盟・提携諸国と協調した戦略的アプローチを

インドネシアのジャカルタで米国インド太平洋戦略について講演す
るアントニー・ブリンケン米国務長官。AP 通信
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達成するための基本的な方向性と優先順位」を示す
ものだ。その目的は、米国国防総省が本来有する同盟・
提携諸国との関係の強みを生かし、より協調的で競
争力のある取り組みを通じて、長期的な戦略的優位
性を維持することだ。ガイダンスの優先順位には、「将
来的な能力強化に向けた同盟国および提携国の軍事
力開発の調整を支援するための」より調整された戦
力計画方法が含まれる。

2018 年に米国国家安全保障会議によって策定さ
れ、2021 年に（米国の意図を明示的に伝え、中国の
台湾侵攻を阻止するために）機密解除された米国の
「インド太平洋戦略的枠組み」は、侵略を阻止し、戦
闘状態を防ぐために強力な同盟が不可欠であること
を指摘している。また、圧力や有害な影響という脅
威に対する対策として、自国の領土に対する中国の
諜報、スパイ、秘密工作、影響工作に対応するため
の支援を行うことを明記している。2022 年の米国の
「インド太平洋戦略」は、この枠組みとその他の以前
の枠組み、およびガイダンスに基づいて、同盟国・
提携国の集団的能力による抑止を頼りにしている。
統合抑止は、各国の集団的能力構築への投資と同

時に、連合の支援を可能にする投資が必要だ。ジョ
ンズ・ホプキンス大学高等国際問題研究科の国際問
題教授で、戦略計画担当の米国国防長官元特別補佐
であるハル・ブランズ（Hal Brands）氏は 2022 年
3月にナショナル・レビュー誌で、中国の影響力拡
大への取り組みに対抗するには、「アジアの緊張化・
軍事化という犠牲を払っても、中国の権力に対する
より大きな多角的な抵抗を結集する必要がある」と
指摘している。米国平和研究所のアジアプログラム
のシニアアドバイザーであるヴィクラム・J・シン
（Vikram J. Singh）氏は、2022 年 3月に同研究所の
ウェブサイトの解説で、2022 年の米国インド太平洋
戦略は、関連する同盟国とパートナーの範囲を拡大
し、「台湾の将来のような中国との意見の相違が最も
懸念される分野においてさえ、欧州のパートナーに
対する期待の高まりを認めた」と述べている。抑止
力の取り組みが完全に統合されるには、同盟国と提
携国がより大きな役割を果たす必要があり、米国は
そのような取り組みを促進する用意が必要だ。
相互運用性もまた、集団的能力の重要な構成要素

であり、抑止力を直接支える。「地域全体で、米国は

同盟・提携諸国と協力して相互運用性を深め、国民
や国益の擁護を支援する中で、高度な戦闘能力を開
発・展開する」と 2022 年の米国インド太平洋戦略
は述べている。前述のとおり、同盟国と提携国の存
在は戦力増強につながる。「このような協力と統合の
抑止力への影響は、政治的および軍事的なものであ
る」と国防総省の共同運営構想は指摘し、政治的影
響は「主に、敵対国の意思決定者の米国および同盟
国の政治的意志に対する認識に対して、連合に基づ
く対応がもたらす影響に由来する」としている。
主要な同盟国間の統合された危機管理計画は、中

国による潜在的な台湾侵攻に対して統合的な反対を示
す上で推奨されるアプローチの 1つだ。中国の圧力お
よびグレーゾーン行動に対する抑止力は、「実効支配
線」として知られている、中国とインドのヒマラヤ国
境沿いのインド軍に対する中国の攻撃の再開の可能性
を含む、他の脅威に対する従来の抑止力とバランスを
取る必要がある。同盟国と提携国の相互運用性が向上
するにつれて、戦争を引き起こすかどうかについての
中国共産党の意思決定に影響を及ぼすことになる。

意思決定を変更させる 
これを上手く行うことがいかに重要かについては、
ランド研究所のアナリストであるマイク・マザール
（Mike Mazarr）氏が 2018 年に述べている。戦争の
不在は必ずしも抑止力が働いていることを意味する
わけではなく、抑止力の失敗は抑止力の成功よりも
特定しやすい。しかし、戦争が勃発した場合、どこ
で抑止戦略が間違ってしまったかを分析することは
当然のことだ。ウクライナとの国境にロシアが強制
的に軍を配備した 1年間の「ジッツクリーグ（座り
込み戦争・まやかし戦争）」は、ロシアの侵攻を防ぐ
ために効果的な抑止作戦と努力を開始するための十
分な時間を提供したにもかかわらず、ロシアが抑止
されることはなかった。米国下院軍事委員会での証
言で、米国欧州軍司令部の司令官であるトッド・ウ
ォルターズ大将は、ロシアによるウクライナ侵攻を
阻止するための米国の戦略が失敗したことを認めた。
マイク・ギャラガー（Mike Gallagher）米上院議員
も同委員会およびウォール・ストリート・ジャーナ
ル紙の意見記事で同様の主張をしている。
米国は、信頼性の高い軍事力と意志を基盤とし

た抑止作戦に加えて、同盟国や提携諸国にも安全確
保のための支援を提供することを保証する必要があ
る。米国が敵対国のグレーゾーン行動や圧力に反対
の意思を示さない場合、同盟国や提携国は自信を失
い、軍事的脅威に断固と立ち向かう代わりに、複数
の選択肢に賭けようとする可能性がある。例えば、
2012 年 6月、フィリピンは米国との交渉による相
互撤退により、中国がスカボロー礁を保有する結果
となり、フィリピン政府は自国領土である同礁の領

統合抑止は、各国の 
集団的能力構築への 

投資と同時に、連合の支援を 
可能にする投資が必要だ。
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有権を失った。その 2か月前に始まった膠着状態の
結果、ワシントンD.C. で米国政府とフィリピン政
府の間で協議が行われたが、米国とフィリピンの相
互防衛条約が南シナ海でフィリピンが支配する諸島
を対象としているかどうかについて米国は明確な姿
勢を示さず、必要な場合に米国が直接介入するかど
うかについて曖昧さが生じることとなった。フィリ
ピンは米国からより多くの支援を期待し、危機解決
に向けて米国による最大限の関与を求めていたが、
アジア海洋透明性イニシアチブ（Asia Maritime 
Transparency Initiative）によると、中国がフィリ
ピンの船舶を退去させるためにより大規模な軍を派
遣し、同礁の支配権を奪取した。2014 年、中国国
防部は、同礁を「中国固有の領土」の一部であると
公言した。こうした保証の失敗は、将来的な抑止努
力に対する信用を傷つける。
同盟国と提携国が他国の経験から安全保障パート

ナーとしての米国の信頼性について結論を出すこと
を認識したバイデン政権は、米国のコミットメント
を保証してきた。例えば、2022 年 8月にロイター
通信が報じたところによると、アントニー・ブリン
ケン（Antony Blinken）国務長官は、フィリピンが
南シナ海で攻撃された場合、米国が防衛にあたると
フィリピン政府に対して断言した。ブリンケン氏は
「両国の相互防衛条約は盤石だ」とした上で、「フィ
リピンの軍、公用船舶および航空機に対する武力攻
撃は、米比相互防衛条約に基づき、米国がその防衛
義務を果たすことになる」と語り、さらに「フィリ

ピンは米国にとってかけがえのない友人であり、	
パートナーであり、同盟国だ」と述べた。
統合抑止を成功するためには、同盟諸国や提携諸

国と協調し、侵略に関する中国の計算や意思決定を
ますます困難にするように集団的に評価・改良され
た複数年にわたる作戦が必要だ。敵対国に対して、
犠牲を与えうる場所に配置され、有能かつ訓練され
た軍によって運用され、明確な国家の意志とコミッ
トメントに裏打ちされた実効的な能力を示す必要	
がある。2022 年 3月に放映された FOXビジネスの
番組で、退役陸軍大将のジャック・キーン氏は「我々
は真に効果的な軍事的抑止力を確立しなければなら
ない。大規模な軍事力を計画しても、脅威のある場
所に展開していなければ不十分だ」と発言している。
2006 年の米国国防総省の共同作戦構想で記され

ているように、「抑止は真空中で『遂行』されるも
のではない。抑止行動の概念と明確な抑止目標に支
えられた戦略が必要だ」。パパロ大将は 2022 年 4
月の発言でこれを強調し、「抑止力は（それ自体が）
活動ではなく、結果である」とし、「自由で開か	
れたインド太平洋」を維持するために必要だと述
べた。o

2021 年 9 月の「漢光（Han Kuang）」演習で、沿岸部への上
陸部隊を抑止するための実射演習を実施する台湾軍部隊。5
日間にわたり実施された演習では、軍隊が中国による自治島
への侵入を想定した訓練が行われた。   AP 通信
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連合軍
「バリカタン」年次演習で 

フィリピンとアメリカの同盟は 
新しい時代へと突入
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フフィリピン軍（AFP）と米国軍が、模擬防衛シナリオを用いて、フィリピン北部のルソン島の海岸にパトリ
オット地対空ミサイルシステムを水陸両用で着陸させ、
内陸部に運搬した。ルソン島北部の沖合では、フィリ
ピンのブラックホーク、そして米国のアパッチとチヌ
ークのヘリコプターが昼夜を問わずクロスデッキ作戦
を実施した。一方、連合部隊はさらに、中部ルソン地
方から気球を発射して、潜在的な敵のターゲティング
を混乱させるリハーサルを行った。
こうした強力な活動を通じて、「バリカタン 2022

（Balikatan 2022）」はフィリピンと米国の相互運用性、
パートナーシップ、および同盟関係を新たな段階へと
引き上げた。2022年 3月 28日から 4月 8日にかけて
開催された、第 37回目となる今回の演習では、タガロ
グ語で「肩を並べる」という意味の「バリカタン」の
意義が一層強まり、インド太平洋における同盟の強化
が一体化した抑止力の強化につながることが示された。 
「バリカタン 2022」では、これまでになく非常に現
実的な指揮統制演習を中心として実施することで、「バ
リカタン 2023」をより高度化させるための基盤を構築
する一助となった。全体的な演習では、両国軍で新技
術が数多く展開され、同盟部隊間で比類なきチームス
ピリットが育まれた。フィリピンの空軍、陸軍、沿岸
警備隊、海兵隊、海軍、特殊作戦軍が、	
米国の空軍、陸軍、海兵隊、海軍、宇宙軍、特殊作戦
司令部と協力し、空爆演習、合同実射演習、都市環境
での訓練、人道支援などの一連の共同の相互運用性イ
ベントを展開。約 4,200 人の比軍人と 4,440 人の米国
軍人が、最新の能力や新たな能力をこれまでになく統
合された方法で展開することで、抑止力が強化される
ことを示した。 
フィリピン軍の軍を対外防衛重点へと移行させるプ

ログラムについて、計画担当の副参謀長のジェフリー・
ヘチェノワ（Jeffrey Hechanova）少将は FORUMに
対して、「今年は、近代化プログラムのもとで購入した
複数の機器を使用することができる」と述べた。
さらにヘチェノワ少将は、「以前は、米国の航空機

や戦闘機が飛行するのを眺めるだけだったが、FA-50
が到着した現在は、一緒に飛行している。護衛艦も到
着し、そちらも一緒に航海をしている。必要な設備も
揃い、水陸両用作戦も共に展開している。さらに防空
装備も到着したし、榴弾砲もある」と「バリカタン」
の司令部が置かれたマニラ市郊外のケソン市にある比
軍総合司令部、キャンプ・アギナルドでのインタビュ
ーで語った。 

人間の絆
「バリカタン 2022」は、フィリピンと米国との間の強
固な歴史的および文化的な結びつきと、人と人との温

かな交流、そして強固な経済関係に日々現われている
民主主義と人権への両国共通のコミットメントを反映
している。米国には 400 万人を超すフィリピン系米国
人が在住し、約 30万人の米国市民がフィリピンで暮
らしている。 
安全保障の究極的な基盤は、地域社会の繁栄を達成

できる地元住民の能力を高めることで構築される。気
候変動適応性を備えた小学校校舎 4棟の建設、複数の
地域保健活動の実施など、「バリカタン」演習の一環と
して主にフィリピン北部の州で実施された土木工学活
動は、この概念を実証するものとなった。同演習の人
道・市民支援活動の計画・策定を主導したフィリピン
軍参謀本部軍民活動部長室のアーマン・マンプスティ
（Arman Mampusti）大佐は FORUMに対して、「部隊
間の仲間意識を強化すると共に、地域社会間の関係を
構築することもできた。個人的にも、今回の活動によ
って地域住民に多くの知識や情報を伝達できたと感じ
ている。有事の際は、こうした一次救命処置、応急処置、
水質・衛生に関する知識や生存訓練が非常に役立つこ
とになる」と述べた。さらに、「他のすべての訓練や作
戦が完了した後も、バリカタン演習の一環として両軍
が建設した施設は永続的な遺産として残る」として、
「こうした校舎を利用して多くの少年少女が勉学に励ん
で卒業できること、そして暴風雨などの自然災害発生
時にこの校舎が避難施設として多くの住民の役に立つ
ことを想像するだけで喜ばしい気持ちになる」と語っ
ている。

演習指導部は、フィリピンと米国の間の安全保障
関係は、共有される価値観と相互の利益を保護するこ
とに深く根ざしていると強調した。ヘチェノワ少将は
FORUMに対し、「肩を並べて共に取り組むことこそ、
バリカタンの根底にある概念だ」と述べ、さらに「フ
ィリピンとアメリカの間には非常に長い歴史がある。
第二次世界大戦、韓国、ベトナムで共に戦った。これ

“個人的にも、今回の活動によ
って地域住民に多くの知識や
情報を伝達できたと感じてい
る。有事の際は、こうした一
次救命処置、応急処置、水質・
衛生に関する知識や生存訓練
が非常に役立つことになる”

— アルマン・マンプスティ大佐
フィリピン軍

2022 年 3 月下旬にクラベリアで行われた上陸作戦で警備にあ
たったフィリピン海兵隊と米国海兵隊。 
マディソン・サンタマリア（MADISON SANTAMARIA）上等兵 / 米国海兵隊
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が我々連合部隊の歴史だ。現在のバリカタンは、いか
に我々の能力が結集して地域における共通の安全保障
を強化しているかを反映している」と語った。
フィリピン軍は、同盟国、提携国、および東南アジ

ア諸国連合加盟国との地域全体の防衛協力を促進する
ため、オーストラリアから 45人を超える特別作戦部
員を招いて共同訓練を行った。 

指揮統制
キャンプ・アギナルド内の有刺鉄線で囲まれ、立ち入
りが禁止された空調設備のあるテントの内部では、50
人を超えるフィリピンと米国の合同スタッフが毎日長
時間にわたりリアルタイムのデータを検証し、地図や
チャートを練り上げた。その目的は、フィリピンの主
権に対する仮定的かつ現実的な外部の脅威に対応する
計画を策定し、戦闘空間で想定されるパフォーマンス
を評価することだった。彼らは演習の計画を絶えず改
善するべく、シナリオを展開し、ウォーゲームを実施
した。 
スタッフ演習または「STAFFEX」と呼ばれるこの

指揮統制演習により、両軍隊は「バリカタン」で初め
て実際の計画を試すことができた、とフィリピン軍の
合同訓練センター所長のマイケル・ロジコ（Michael 
Logico）大佐は FORUMに語った。STAFFEXでは、
外交的、経済的、政治的要因や事態が危機にどのよう
な影響を与えるかを含む、より広範な戦略的背景を描
写した。ロジコ大佐はまた、「これにより、ブラックス
ワンの発見や慣行と計画の整合性の判断など、これま
では考えられなかったような事柄を想定できる」と語
っている。ブラックスワンは、一般的に予測不可能ま
たは予測不可能で、究極的な結果をもたらす可能性が
ある事象を意味する。 

STAFFEXは、単なる計画策定以上に貴重な存在で
あることが証明された。沖縄にある米国海兵隊第 3海
兵物流グループの指揮を執るブライアン・ウルフォー
ド（Brian Wolford）准将は FORUMに対し、「我々が
ここで取り組んでいるのは計画や成果ではなく、最も
重要な要素であるプロセスだ」と述べた。演習中、ウ
ォルフォード准将は米国合同任務部隊司令官を務めた。
フィリピン軍司令センターのチーフ、エリック・エ

スカーチャ（Erick Escarcha）准将は、「STAFFEXは、
多くのプロセスを学習することを可能にし、チェーン
から供給されるデータから意思決定までの時間を圧縮
することができる」と説明した。さらに、「これにより、
我々は多くの問題を解決している」と STAFFEXでフ
ィリピン合同任務部隊司令官のを務めたエスカーチャ
准将は述べた。
また、ウルフォード准将は「現在は比較的単純な問

題から始めているが、来年はより複雑な問題に焦点を
当て、解決できるだろう」とした上で、「我々は臨時組
織として結集することができるというメリットがある」
と述べた。新型コロナウイルスの影響で、「バリカタン」
は 2020 年と 2021 年に劇的に縮小され、300 人程度
の中核要員で実施された。エスカーチャ准将はさらに、
「今行っていることは、以前の状態に戻し、来年も引き
続き構築し続けることだ」と語った。 
「私たちがここで学んでいるのは実際のところ、二
重の要素がある。フィリピン人と米国人の若い海兵隊
員、若い兵士をはじめ、我々にとっても、どのように
物事を行うか、能力、思考プロセスについて理解し合い、

「バリカタン 2022」で、カガヤン州クラベリアの海岸を確保するフ
ィリピン海兵隊。AP 通信
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互いの考え方を学ぶ機会になる」とウルフォード准将
は述べた上で、「個人的には、他の国がどのように問題
を解決するかを心から楽しんで学んでいる。さまざま
な状況があり、さまざまな地形がある。異なる可変的
要素にも対処しなければならない。これらに触れるこ
とは、ここだけにとどまらず、他の場所での計画策定
にも役立つ」と語った。
「バリカタン 2023」は、2022 年の STAFFEXの
中核的成果を中心に設計され、全体的な演習の成果
に基づいて構築される。次回の演習では、例えば、
STAFFEX司令局が司令基地演習を展開することにな
ると、エスカーチャ・ウルフォード両准将は想定して
いる。
エスカーチャ准将は、「米軍と比軍が集結し、プラ

グアンドプレイのように簡単に連携できる時を心待ち
にしている」とし、「これは音楽に例えられる。すべて
のミュージシャンが互いを理解している。だから、初
対面でも一緒に歌い、ハーモニーを奏でることができ
るのだ」と述べた。 
とはいえ、「バリカタン」はすでにスタッフ間の調

整を超えた高いレベルに達している。「表面上、バリカ
タンは訓練、共同作戦能力、相互運用性を向上させる
ためのプラットフォームであるが、これらすべてがフ
ィリピンの安全保障に貢献している」とロジコ大佐は
述べた。しかし、同演習には他にも目的がある。「バリ
カタンを行う時、我々は一人ではないという戦略的メ
ッセージを敵に向けて送っている。不足しているもの
があれば、提携国と同盟者がいつでもここに来て、不
足しているものを何でも補なうことができる。我々は
引き続き訓練を共にしているし、同盟はこれまでにな
く強力なものになっている」とロジコ大佐は語っている。

相互防衛
「バリカタン 2022」に至るまでの 1年間、フィリピ
ンと米国の首脳は 1951 年に締結された相互防衛条約
（MDT）へのコミットメントを強化して両国の同盟
を前進させた。2021 年 7 月、ロイド・オースティン
（Lloyd Austin）米国国防長官が両国の外交関係の
75 周年および相互防衛条約締結 70 周年を祝うため
にマニラを訪問し、強力かつ永続的な米比同盟を再
確認した。オースティン国防長官はフィリピンのロ
ドリゴ・ドゥテルテ（Rodrigo Duterte）大統領（当時）、
デルフィン・ロレンザーナ（Delfin Lorenzana）国
防大臣（当時）、テオドロ・ロクシン・ジュニア外務
大臣（当時）と会談し、インド太平洋地域における
広範なフィリピンと米国のパートナーシップの重要
性を強調した。
会談後、ロレンザーナ国防大臣は、軍人が互いの国

でどのように扱われるかを詳述した両国の訪問軍地位
協定（VFA）を継続するというドゥテルテ大統領の決
定を発表した。「インド太平洋の安全、安定、繁栄には、
強力で強靭な米国とフィリピンの同盟は今後も不可欠
だ。 訪問軍地位協定の完全復活は、力を合わせてそう
した目標を達成する上で有効だ」とオースティン国防
長官は述べた。
2021 年 9月、ロレンザーナ国防大臣は同盟 70周年

を祝ったオースティン国防長官の訪問に応える形で、ワ
シントンを訪問した。大臣は、「現在の地域的展開の最
中におけるこのような重要なマイルストーンは、両国を
結ぶ永続的な関係を再確認するための独自の機会」であ
ると述べた上で、さらには、「相互の防衛・安全保障上
の懸念と優先事項をより深く理解するようになり、両国
と地域の共通の目標を理解するようになった」と語った。

合同挿入訓練で、フィリピン北部のアパリ海岸にある上陸用舟艇か
らパトリオットミサイルシステムを下ろすフィリピンと米国の軍人。 
ディラン・メラニー・マルティネス（MELANYE MARTINEZ）軍曹 / 米国海兵隊
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その後も、一連のハイレベルな協議が行われた。
2021 年 10 月には、相互防衛協議会および安全保障協
議会がフィリピンで開催された。そのすぐ後には当時
の、フィリピン軍参謀長のホセ・C・ファウスティノ・
ジュニア（Jose C. Faustino Jr.）大将と米国インド太
平洋軍（USINDOPACOM）司令官のジョン・アクイ
リノ（John Aquilino）大将は、それぞれの軍に、合同
的即応性をさらに深めていくよう命じた。以降、軍事
担当者は相互防衛条約の理解を深め、インド太平洋地
域で進化し続ける安全保障状況に相互防衛条約が対応
し続けられるよう準備を強化してきた。ヘチャノワ少
将は FORUMに対して、「相互防衛条約についての我々
の共通理解を改善し続ける必要がある」とした上で、
「その相互性から、用語、手順、現場の構成、建造物、
方針について共通の理解が必要だ。これにより、相互
防衛条約が行使された場合、両軍の方針および相互運
用性の実効性が証明される」と述べた。

総合抑止の運用化
2022 年 3月 10 日、米国上院軍事委員会での証言で、
アクイリノ大将はこの地域が直面する課題を概説し、
「中国は、あらゆる形態の国力を利用して、法治に基づ
く国際秩序を自らの利益のみにするために、他のすべ
ての国々を犠牲にして独自の作戦を展開している」と
述べた。アクイリノ大将は証言の中でさらに、フィリ
ピンでは西フィリピン海と呼ばれている南シナ海にお
ける中国の拡張主義的行動と、南シナ海における中国
の不法な領有権主張についてフィリピンを支持する常
設仲裁裁判所の判決を中国が無視していることが、中
国が国際法治に基づく秩序を軽視していることを表し
ていると述べた。
今日の脅威環境において、「敵はグレーゾーン戦術

を採用している。敵のグレーゾーンアプローチに対抗
するために、フィリピンと米国が協力して独自の戦術
を策定する必要がある」と比軍のヘチャノワ少将は説
明している。グレーゾーン戦術とは、通常の外交的、
経済的、政治的活動を超え、かつ武力紛争までには至
らない強圧的な行動を指す。 
ヘチャノワ少将はさらに、「中国は、西フィリピン

海を搾取する上で法律の微妙な差異を利用している。
彼らは自分たちが海洋法に関する国際連合条約のニュ
アンスに違反して違法に近い船を派遣していることを
承知している」と述べた。ドゥテルテ比大統領は、在
職中に国連に出席した際にこの点を明確に示し、「常設
仲裁裁判所による判決は国際法の一部となっており、
フィリピンは今後も西フィリピン海の紛争の解決にお
いて法治に基づく秩序を遵守する」と述べた。
米国インド太平洋軍の多国間訓練の責任者であ

り、演習の指揮を執るスコット・ワイディー（Scott 
Weidie）氏は、「相互防衛条約は紛争を平和的に解決
しようとする重要な目標を認識しているが、もしその
努力がうまくいかなかった場合、バリカタンは平和の
破壊または平和の破壊の脅威に対応する米比両国の能

力を強化するための主要な取り組みとなる」と説明し
た。ワイディー氏はさらに、「米国インド太平洋軍の使
命は、統合抑止の実行を通して紛争を防止し、必要に
応じて戦い、勝利する準備を整えることだ。バリカタ
ンは、必要に応じて即応性が求められる、フィリピン
とアメリカの防衛の運用化を可能にする」と述べた。 
「バリカタン 2022」は、連合部隊にこれまでとは異
なる考え方、行動、作戦を要求することでイニシアチ
ブを取るというアクイリノ大将の方向性と歩調を合わ
せたものだ。「このために、我々はフィリピンの同盟国
と協力して、態勢を整え、フィリピンと米国の軍隊に
必要な共同作戦能力に焦点を当てることで、危機への
即応性、相互運用性、任務の有効性、努力の統一性を
向上させている」とワイディー氏は述べた。両国は、
両国間の対応能力を向上させ、米国がフィリピン国内
でより柔軟に運用できるようにするために必要なイン
フラを整備するために、防衛協力強化協定（Enhanced 
Defense Cooperation Agreement）を進めている。
ヘチャノワ少将は、同盟の強化は「継続的な活動だ」

とした上で、「我々は、共に戦うべき状況が発生した場
合、効率的に実行できるよう、両国の可能性を引き続
き活用していく」と述べた。

テクノロジーとパートナーシップを証明
フィリピン軍と米軍は、「バリカタン」で様々な技術や
プロトコルを試し、共同戦闘能力を向上させた。当時、
米国陸軍近代化の中核である新マルチドメインタスクフォ
ース（MDTF）の司令官であったジェームズ・アイゼ
ンハワー（James Isenhower）准将は FORUMに対し
て、「我々は、戦いに行くたびに、友人、提携国、同盟
国と共に戦うことになる。最良の方法、つまり、戦闘
に参加しなければならない場合に最も効果的な方法は、
事前に関係を構築することだ。同盟・提携諸国と協力
して技術を共同開発することは、関係や信頼性を構築
する上で常に重要な側面となる」と述べた。 
さらに、「いろいろな点で、我々は学んだことを共有

することができる。そうすることで意欲を高め、新たな
レベルの熟練度に達したり、それまで有していなかった
能力を構築したりすることが可能になる。それと同時
に、米軍は比軍から学び、比軍は米軍から学ぶ。このよ
うに両軍は真の提携軍として非常に公平な方法でアプロ
ーチしている」として、「比軍の兵士はこの地に居住し
ていることで、この環境に精通している。これは米軍に
は持ち得ないメリットだ。そのため、比軍の考え方やそ
の見通し、そして比軍が地域の歴史をどのように捉えて
いるかを理解することは常に有意義であり、これにより
米軍はそれをどのように取り入れ、この環境で比軍とど
のように協力を図ることができるかを把握することが可
能となる」と続けた。マルチドメインタスクフォースは
2022 年に「バリカタン」に初参加。「バリカタン」演習
は両軍が 1986 年に初めて実施した。
「バリカタン」は、例えば、比軍と米国軍が、接近阻止・
領域拒否（A2AD）ネットワークをはじめ、第一列島線
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における潜在的なシナリオに対抗するための戦略的オ
プションを開発することを可能にした。こうしたネッ
トワークは、ネットワークの重心を狙うか、または敵
の能力を層ごとに解体していくかに関わらず、合同部
隊の徹底的な調整を必要とする。「これらのネットワー
クは、戦力投射を防ぐために構築される。我々が能力
を発展させる中で、マルチドメインタスクフォースは、
A2ADネットワークを無力化して好機を生み出し、連
合部隊がすでに得意としていることを実行できるよう
にするための重要な構成要素となる」とアイゼンハワ
ー准将は説明する。そして「インド太平洋地域のよう
な環境では、戦力投射は必須であり、そのための技術
が不可欠だ。行動の自由や機動の自由がなければ、リ
ーダーに戦略的な選択肢を提供することができなくな
り、我々は危険にさらされることになる」と付け加えた。
フィリピンの領土防衛要件を踏まえ、アイゼンハワ

ー准将は「パトリオットは、同盟国や提携国を支援す
るためにこうした環境に配備できる能力の一つだ」と
述べている。当時の米国陸軍第38 防空砲兵旅団司令官、
マシュー・ダルトン（Matthew Dalton）大佐によると、
「バリカタン」演習中、両国軍は初めて米国海軍の上陸
用舟艇エアクッションを介して水陸両用でパトリオッ
トの装備を挿入し、CH-47 ヘリコプター内にパトリオ
ットミサイルを 2発移動させている。レーダー、ミサ
イル、発射装置、支援車両などで構成されるパトリオ
ットシステムを使用すれば、敵のミサイルや航空機を
配備位置から最大 70キロの範囲内で発射から 9秒以
内に迎撃することができる。

ダルトン大佐は、「ルソン島北部でのパトリオット
展開は、インド太平洋のあらゆる場所で実行可能な現
実的なシナリオだ。フィリピンでの作戦実行では、両
国の提携国と協力し、戦力維持を練習し、装備を強化し、
厳しい状況下での現場レベルのメンテナンスを行うこ
とができた。兵士と指導部は、モータープールから数
千マイル離れた場所に配置されて初めて遭遇するよう
な障害を克服するために、創造的かつ批判的な思考を
採用する必要があった」と語った。
比軍と米国軍はその他の複合的および共同的な能力

や技術をテストし、両軍間の概念の運用性を新たに実証
した。比軍と米国特殊作戦軍（SOF）は、カガヤン・ノ
ース空港で模擬飛行場占拠を実施し、HIMARS と呼ば
れる高機動ロケット砲システムの迅速展開（HIRAIN）
を配備するための戦術と手順を洗練させた。ミサイルベ
ースのHIMARS は、一度現場に挿入されると、ターゲ
ットとの交戦に使用され、敵が発砲する前に素早く航空
機に戻され、エリアから回収される。HIMARS はまた、
陸に上陸し、海上目標に対して配備することも可能だ。 
「バリカタン」演習中、フィリピンと米国の特殊作戦
部隊は、暴力的過激派組織（VEO）に対抗する以上の
不測事態に備えて、相互運用性と実験性を高めるため
の複雑なマルチドメイン作戦にも従事。両軍は目標を
遂行し、関連する対暴力的過激派組織機能を敵と同等
な環境へと統合した。防空領域では、戦闘航空管制官

演習中に水陸両用強襲輸送車を操縦するフィリピン海兵隊。AP 通信



22 IPD FORUMFORUM

第一条 締約国は、国連憲章に規定されるように、国際的な平和、安全、

正義が危険にさらされないように、平和的な手段で関与する可能性の

ある国際紛争を解決することを約束し、国際関係において、国連の目

的に反するいかなる方法でも武力の脅威または使用を控えることを約

束する。

第二条 本条約の目的をより効果的に達成するため、締約国は、個別的

かつ共同的に自助及び共助により、武力攻撃に抵抗するための個別的

及び集団的能力を維持及び開発する。

第三条 締約国は、外相又は代理人を通じて、本条約の実施に関して、

並びにいずれかの締約国の領土の完全性、政治的独立又は安全が太平

洋における外部の武力攻撃によって脅かされているときは、随時協議

するものとする。

第四条 各締約国は、締約国のいずれかが太平洋地域で武力攻撃を受け

ると自国の平和と安全が危うくなることを認識し、自国の憲法の手続

きに従って共通の危険に対処するように行動することを宣言する。こ

のような武力攻撃およびその結果として講じられたすべての措置は、

直ちに国際連合安全保障理事会に報告されるものとする。これらの措

置は、安全保障理事会が国際的な平和及び安全の回復及び維持のため

に必要な措置を講じたときは、終了する。

第五条 第四条の目的上、締約国のいずれかに対する武力攻撃は、締約

国のいずれかの首都圏、またはその管轄下にある太平洋の島嶼部、そ

の軍隊、公船または太平洋の航空機に対する武力攻撃を含むものとみ

なされる。

第六条 本条約は、国際連合憲章に基づく締約国の権利義務、または国

際平和と安全を維持するための国際連合の責任に、いかなる形でも影

響を及ぼすものと解釈されてはならない。

第七条 本条約は、フィリピン共和国とアメリカ合衆国がそれぞれの憲

法手続に従って批准し、マニラで批准書が交換されたときに発効する。

 
第八条 本条約は、無期限に有効であるものとする。いずれの提携国も、

他方提携国に通知してから 1 年後に本条約を解除することができる。

出典：フィリピン共和国、下院、立法府図書館

が米国空軍AC-130 から 105 mm砲、
30 mm砲、精密誘導弾をバハサ射撃場
に向けて呼び入れた。AC-130 がフィ
リピン国内で比軍の近接航空支援訓練
を支援したのは今回が初めてだ。 
フォート・マグサイサイとルソン島

全域では、非従来・非正規の戦術に関
する歴代の知識を基に、特殊作戦軍の
スキルと比軍と米国軍の相互運用性を
さらに磨くための地上特殊作戦軍訓練
を実施。合同部隊は、ルソン島東部全
域で、コレギドール島の侵入と奪還を
含む複雑な目標を実行した。パラワン
島沖では、比海軍特殊作戦軍、豪特殊
部隊、米国海軍特殊部隊を含む多国籍
の特殊作戦軍チームが海上封鎖訓練を
実施し、フィリピン海のガス・石油プ
ラットフォームを奪還するための空襲・
海上襲撃を行った。
米国陸軍の太平洋司令部とマルチド

メインタスクフォースは、比軍とさら
に新たなセキュリティアプリケーショ
ンで協力し、海洋領域認識を支援し、
マルチドメイン運用に貢献するための
成層圏能力を試験するための高高度気
球をルソン島中部のフォート・マグサ
イサイから打ち上げた。両国のチーム

相互防衛条約 
フィリピン共和国・アメリカ合衆国間 1951 年 8月
30 日調印
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は、商業航空会社の運航高度をはるかに上回る、海
抜 15,000 ～ 21,000 メートルに無人気球を飛ばし
た。気球は、監視ビデオを含むデータ送信のために
空中に密かにコンステレーションを生み出したり、
電子戦能力を強化したりするなど、さまざまな防御
可能性を提供している。 
フィリピン軍と米軍にとって、「バリカタン」は、

多くの技術応用や成果が臨機応変にまたは演習の最
中に行われることを踏まえ、定期的な実験の価値を
示した。「素早く繰り返ることが非常に重要だ。提
携国や同盟国と繰り返し訓練し、力を合わせること
で、様々な可能性をより迅速に発揮し、今後の戦い
方に資することができる」とアイゼンハワー氏は説
明した上で、「小部隊レベルでも、実験や演習を進め、
高度かつ責任ある方法でこれらを行えば、二国間の
相互運用性と信頼性の向上の可能性に対する認識の
高まりにつながる」と述べた。

躍進
「バリカタン 2022」は、「バリカタン 2023」でよ
り複雑な実験能力やさらに強力なパートナーシップ
を構築するための基盤を築いた。一例として、ドル
トン大佐によると、第 38防空砲兵旅団は防空およ
び制空権管理作戦で達成した偉大な進歩を足がかり
に、来年は一層成長することを楽しみにしており、
フィリピン軍の第580航空管制警告翼と第960防空・
ミサイル防衛グループを含むフィリピン空軍防空司

令部と「バリカタン 2023」において、さらなる訓練・
統合を行うことについて話し合ったという。ドルト
ン大佐は、「今回の演習では、[ 第 38 防空砲兵旅団 ]
のパートナーと初めて関わったことで、新たな友情
が生まれ、我々の部隊が領域を超えて訓練し、能力
に関する知識を共有することができた。紛争時に、
信頼できる俊敏かつ致命的な防衛的攻撃でいかに協
力できるかを学んだ」と述べている。
2022 年の演習中、フィリピン軍と米国の関係が

飛躍的に成長したことから、2023 年の「バリカタン」
はさらに良いものとなるのは必至だ。あらゆる観点
から、相互防衛条約と軍事同盟に対する両国のコミ
ットメントは、「バリカタン」演習を通じてこれま
で以上に強力であることが証明された。フィリピン
軍のマンプスティ大佐は「今年のバリカタン演習は
軍隊にとって『当たり年』であったと感じる」と言う。
そして次のように続けた。「新型コロナウイルス感
染症の発生から 2年余、その間二国間訓練活動には
ギャップも生じたが、米国とフィリピンの両軍が持
つ、優れた即応性、柔軟性、相互運用性、回復力は
健在であることを、今回のバリカタン演習が実証し
てくれた。これは両国が共有してきた歴史および友
好関係構築に向けた長年の取り組みの証である」。o

2022 年 3 月、フィリピン北部のアパリビーチでパトリオットミサイ
ルシステムの挿入に参加する米国海兵隊 CH-53E スーパースタリオン
ヘリコプター。カラハン・モリス（KALLAHAN MORRIS）/ 米国海兵隊
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2016 年にスプラトリー（南沙）諸島の人工島前哨
基地を完成させて以来、中国の関心の焦点は、南
シナ海全体での平時の活動に対する支配の確立に

移っている。この変化の鍵を握る要素の一つに、中国共
産党の海上民兵組織の拡大がある。同組織は、表向きは
商業漁船でありながら、紛争水域で中国の政治的目的を
達成するために中国の警察や軍と一緒に行動する船隊だ。
米国のランド研究所（Rand Corp.）によると、

米国防省が「人民武装海上民兵隊（Armed Forces 
Maritime Militia）」と呼ぶこの組織は、中国政府が南
シナ海と東シナ海で主張する領有権の実現に向けた戦
略の一翼を担っているという。他の船舶の周囲に群が
り航行を妨げるなどの戦術を用いて、他の国々の合法
的なプレゼンスや主張に挑戦している。 
民兵の船は、スプラトリー諸島にある中国の前哨基

地に近いという地の利を活かして中国警察と連携し、
紛争水域における東南アジア諸国の漁業活動と炭化水
素掘削活動を妨害している。いわゆる九段線（nine-dash 
line) の内側にあるこれらの水域について中国が主張す
る領有権は曖昧であり、広く却下されている。民兵組
織の商業漁船団という表向きの顔は、その活動や存在
を中国政府が否定するための強力な言い訳となり、同
組織がほとんどコストをかけずに他国に圧力をかける
ことを可能にしている。 
民兵組織のこうしたグレーゾーン戦術は、国際法に

基づく海洋秩序の妨害または紛争の管理や平和的解決へ
の影響による威圧を阻止したい国々にとって重大な問題
だ。これらの水域の領有権を中国と争う国々には、大型
で数も多い中国船に対抗できるだけの海上能力がない。
海上での妨害活動を阻止したいと考えている他の諸大国
も、その海軍力を支える手段は不十分であり、そもそも
表向きは漁船である相手に対して軍事力を使用すること
は、紛争をエスカレートさせかねず現実的ではない。 
今回の分析では、紛争水域における確信犯的な行動

の阻止と紛争リスクの低減に向け、中国共産党の海上
民兵組織をめぐる疑惑と否認されてきた事実の解明を
図ることにする。民兵組織の全体像を示す調査結果を
見る限り、南シナ海の紛争水域で操業する中国漁船の
ほとんどは、商業目的ではなく政治的な目的を達成す
るためにそこにいると考えて間違いない。 
しかし、オープンソースによる中国語の調査資料、

リモートセンシング、紛争水域で活動する関係者らが
行う海上パトロールには、民兵組織の存在を白日の下
に晒し、そのグレーゾーン部隊としての威力を低減さ
せる力がある。 

中国共産党の海上民兵組織：過去と現状
中国共産党による漁業民兵の近代的な活用の歴史は、

ベトナムからパラセル（西沙）諸島を奪取する際に
漁民が動員された 1974 年にまで遡る。1980 年代に
は、1985 年に海南島の潭門鎮で民兵組織が結成され、
1988 年にスプラトリー諸島初の中国基地が設営される
など、その後の数十年間における活発な民兵活動の基
礎となるいくつかの出来事があった。 
2000 年代には、民兵組織が関与する攻撃的な作戦

が増加し、何隻もの米海軍艦船が民兵船によって物理
的に航行を妨害される事件が発生した。続く 2010 年
代にも、2012 年の中国によるスカボロー礁奪取や、
2014 年のベトナム海域における中国の石油掘削装置
（オイルリグ）の配備で、民兵組織が重要な役割を果た
した。 
2016 年以降、スプラトリー諸島には、かつてない

ほど多くの民兵船が、より一貫して展開されている。
民兵組織のメンバーは、石油とガスをめぐりマレーシ
ア、ベトナムとの間で発生した複数のにらみ合いにお
いて中国警察と共に行動し、紛争地点での大規模な展
開に参加した。2018 年にはフィリピンが実効支配する
パクアサ島（英語名ティトゥ島）の付近に 100 隻の民
兵船が配備され、2021 年初頭には非領有のウィットサ
ン礁に約 200 隻が集結している。 
南シナ海における民兵組織の活動拠点は、中国の広

東省から海南省にかけて連なる 10の港である。スプ
ラトリー諸島では約 300 隻の民兵船が活動している日
もあることが、リモートセンシングのデータから明ら
かになっている。南シナ海で活動する中国海上民兵の
船は、ほとんどがプロの海上民兵の漁船（MMFV）と、
スプラトリー諸島をバックボーンとする漁船（SBFV）
の２つに分類される。MMFVは、海上民兵専用の資金
で設計、建造または改修され、運用されている。一方
の SBFVは、船の全長、トン数、動力が一定の要件を
満たし、中国の政治的目標を達成するためにスプラト
リー諸島で活動する国内漁船の一団である。 
プロの民兵の船は明らかに軍事的な機能を含む仕様

で建造されるのが一般的だが、SBFVさえも全長 35m
以上の鋼鉄船であり、中には 55mを超えるものも少な
くない。プロの民兵船と SBFVは、ともに中国が領有
権の主張を通すために行う大規模な展開に参加してい
ながら、他国の船に接近したことは否定する。しかし、
中国当局者の発言からは、より攻撃的な作戦ほどまず
はプロの民兵船に任されるらしいことがわかる。 
中国の民兵の活動は、国際法のいくつかの信条に

違反している。領有権を主張する国々が自らの排他的
経済水域で行う合法的な活動を不法に阻止しようとす
ることは、国連海洋法条約および慣習国際法に違反す
る行為である。衝突のリスクを生じさせて他の船舶を
妨害することを意図した危険な操船は、国際海事機関

分析から明らかになった中国海上民兵の真実
グレゴリー・B・ポリング（GREGORY B. POLING）、タビサ・グレース・マロリー（TABITHA GRACE MALLORY）、ハリソン・プレタ（HARRISON PRÉTAT） および
高等国防研究センター（THE CENTER FOR ADVANCED DEFENSE STUDIES）
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（International Maritime Organization）の「海上に
おける衝突の予防のための国際規則（Regulations for 
Preventing Collisions at Sea）」に反する。 

民兵船の確認 
民兵船を直接確認できる中国当局筋の情報や国営メデ
ィアの報道は、依然として民兵活動の最もわかりやす
く決定的な指標である。しかし、この方法でほとんど
の民兵船を確認できるとは考えにくい。そのため、リ
モートセンシングデータと昔ながらの現地報告に基づ
く行動ベースの確認が、継続的な確認のための最も有
望な手段ということになる。 
現地で撮影した写真や動画のほか、艦対艦自動識別

システム（AIS）のデータも、民兵船を直接確認しその
行動を記録するのに大変役立つと思われる。これには、
追跡調査の機会向上に加えて、民兵組織の規模、範囲、
活動内容がより広く知れ渡るという即効性もある。 
民兵組織の展開を確認・追跡する上で重要なのが、

商用衛星画像とAIS データである。 
既知の民兵船や港とのつながりは、船が SBFVであ

ることを示す多額の政府補助金と同様に、ある船がさ
らなる調査を要することを示す強力な指標となる。紛
争水域で運航する長さ 50m以上の船舶（特に乗組員
10名未満の船）についても、詳しい調査が必要である。 
南シナ海の関係者による継続的な報告への取り組み

とオープンソースの中国語資料、リモートセンシング
データの組み合わせは、海上民兵船の徹底的な確認の
可能性を飛躍的に高めると思われる。

南シナ海における民兵組織の活動
中国共産党の海上民兵組織が欧米の学識者の注目を集
めるようになったのは、世界の関心が南シナ海に移っ
たここ 10年のことである。同組織の動員状況と構成
は、この 10年で変化し、拡大した。これを受けた学

識者の注目の高まりは、国際的なメディアが広く報道
した最近の事件の数々に同組織が関与していたことも
相まって、同組織の存在そのものが最近の現象である
という間違った印象を与えかねない。実際には、共産
党が初めて漁民を民兵として動員してから少なくとも
40年が経過しており、その後も海上民兵組織は、中国
の主張を通す上で中心的な役割を果たしてきた。中国
は、過去 10年間にわたり、九段線の内側にある水域
の支配権掌握に向けて前例のない努力を行ってきた。
2016 年にはその主張に法的根拠なしとの判決が国際裁
判所から下ったにもかかわらず、民兵組織の規模と活
動は努力と相応に拡大している。
2014 年 5月には、習近平中国共産党総書記の指揮

下にある民兵組織が、南シナ海における中国のより強
硬な戦略の先兵となりつつあることを示す最初の兆候
が現れた。その月、ベトナムは、パラセル諸島を通過
する石油掘削装置（オイルリグ）「海洋石油 981」と３
隻の航海船を発見した。オイルリグは、ベトナムのリ
ーソン島の東 120 海里（220 km）、海南島の南 180 海
里（333 km）に位置する、明らかな紛争水域に停泊し
た。中国海警局は、このオイルリグが 8月中旬までこ
の海域で探査掘削を行うと発表。ベトナムは、オイル
リグの作業を妨害すべく、直ちに警察船６隻を派遣し
た。対する中国政府は、オイルリグを守るために、人
民解放軍海軍、中国海警局、民兵組織の船 40隻から
なる混合部隊で応戦。「海洋石油 981」を護るように囲
む同心円状の陣形を組み、リグに最も近い内側に人民
解放軍海軍の艦船、リグから最も遠くベトナム船との
接触が多い外側に民兵船を配備した。 
銃撃こそ行われなかったものの、双方が意図的な衝

突や高圧水ホースを使った激しい攻撃を仕掛け合う事
態となった。2014 年 5月中旬までには、ベトナム政
府が現場には 130 隻の中国船があったと主張し、中国
政府はベトナム船の数が 60隻であったと発言してい
る。ベトナム側は数において負けていたのみならず、
戦力も劣っていた。中国海警局の船は、ベトナム沿岸
警備隊の船より大きく、武装面でも上回っていたので
ある。また、この事件に関わった中国共産党の民兵の
大型鋼鉄船と比べれば、ベトナムの木造民兵船はあま
りにも貧弱だった。なお、ベトナム側は漁船一隻が衝
突されて沈没したが、乗組員は救助されている。
領有権を主張する他の国々の前哨基地周辺には、

中国の漁船が定期的に集まるが、それらの船が実際に
漁をすることはほとんどない。2019 年 3月と 4月に
は、フィリピン領ロアイタ島とロアイタ岩礁から１km
も離れていない沖合に停泊する民兵船が定期的に確認
されている。アジア海事透明化イニシアチブ（Asia 
Maritime Transparency Initiative、略称AMTI）と
Vulcan 社の「スカイライト海事イニシアチブ（Skylight 
Maritime Initiative）」の調査でも、中国の民兵船がス
プラトリー諸島ユニオン堆の基地をはじめとするベト
ナムの前哨基地の近辺にしばしば集合していることが
明らかになった。中でも一番目立ったのが、ヒューズ

2019 年 6 月に南シナ海停泊中に怪しい中国船に衝突された漁船の
写真を見せるフィリピンの当局者。船はフィリピンの漁師 22 名を
見捨てて逃走。漁師たちはその後ベトナムの船に救助された。AP 通信
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礁とジョンソン南礁にある中国の前哨基地付近で運航
し、コリンズ礁、ランズダウン礁、グリアソン礁およ
びシンコウ島にあるベトナムの施設への挑発的な接近
を行ったYue Mao Bin Yu 船団であった。今となって
みると、これらの船団は、いよいよユニオン堆に照準
を合わせてきた中国民兵の先陣に過ぎなかったと思わ
れる。 
これまでのところ、中国共産党の海上民兵組織と他

の関係者らとの間で発生する暴力的な事件のほとんど
は、危険な操船、時折の衝突や小競り合いに限られて
いる。とはいえ、2019 年には、フィリピン漁船の乗
組員が危うく命を落としそうになる事件が発生した。
Yue Mao Bin Yu 42212 号が、夜間にリード堆で停泊
していたベトナムの漁船 Gem-Ver 号と衝突したので
ある。衝突後、中国船は照明を消し、溺れる漁師たち
を見捨てて逃げ去ったという。幸いにも漁師たちは、
通りかかったベトナム船に救助された。このYue Mao 
Bin Yu 42212 号が民兵船かどうかは未確認であるも
のの、アジア透明化イニシアチブおよび高等国防研究
センターの調査により、それが民兵船であることを示
す多くの証拠が見つかっている。今回の分析の結果を
見ても、その線が有力だ。 
海上民兵組織は、さらに、石油とガスをめぐる最近

のにらみ合いにも関与している。2019 年後半と 2020
年初頭にひと月区切りで行われたベトナム沖とマレー
シア沖での作戦では、中国の国有調査船「海洋地質 8号」
を護衛する中国海警局に民兵船団が合流した。作戦に
加わった船の正確な数は不明だが、情報筋からの報告
によると、参加した中国船は 40～ 80 隻。海警局と人

領有権紛争が発生しているスカボロー礁で中国漁船の近くを巡
回する中国海警局の船。ロイター

民解放軍海軍の艦船は一部のみで、ほとんどは海上民
兵の船舶であった可能性が高いという。 
民兵組織の最近の経緯は、スプラトリー諸島にお

ける同組織の展開パターンがいくつかの過程を経て進
化したことを示唆している。スプラトリー諸島におけ
る民兵船らしき船の数は、2017 年後半から 2018 年
後半までのどの時点でも約 300 隻に上り、ほとんと
がスビ礁とミスチーフ礁の港に停泊している。2018
年 12 月の後は、これらの船がより広範囲への散開を
開始し、パクアサ島周辺に最も多くの船が集まった。
2020 年初頭には、ウィットサン礁をはじめとするユ
ニオン堆周辺により多くの民兵船が集結し始めた。そ
の数は 2020 年 5月に 100 隻に達し、その後いった
ん減少したものの、2020 年末には 200 隻に近づいて
いる。
スプラトリー諸島における民兵組織のプレゼンス

は、2021 年 4月の漸減以降より流動的になったもの
の、決して縮小したわけではない。この月には、ウィ
ットサン礁にあったほとんどの船がヒューズ礁付近に
移動し、ピーク時の隻数が 150 隻を超えているから
である。さらに北のティザード堆にも大規模な艦隊が
向かったが、そこには中国の基地があるゲイヴン礁や、
ベトナムが基地を置くナムイエット島がある。2021
年 5月には、ヒューズ礁からもほぼすべての船がティ
ザード堆に移動し、同堆に集まった船の数は 230 隻
を超えた。1か月後には、それらの船のほとんどがユ
ニオン堆に戻り、ヒューズ礁周辺にとどまっている。
2021 年 6月中旬までに、ヒューズ礁周辺の船舶数は
ほぼ 240 隻、ゲイヴン礁に残った船の数は 70隻とな
った。全体的な状況をまとめると、スプラトリー諸島
周辺では 2018 年 8月以降約 300 隻の海上民兵の大
船団が展開し、中国の人工島から物資の補給を受けて
いるが、もはやそれらの港湾内に引きこもっているわ
けではない、ということになる。
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隠された航海、過去と現状
FORUM スタッフ

今日の中国共産党軍による海上勢力の拡大は、インド太平洋
を横断してアフリカに向かった明朝時代の航海王鄭和が行っ
た 15 世紀の航海を彷彿とさせる。中国の海軍史上最も著名な
人物である鄭は、現代のウイグル族につながる可能性が高い
中央アジア系のイスラム家庭に、モンゴル帝国との国境にあ
たる雲南地方で生まれた。 

少年時代に明軍に捕えられた鄭は、宦官にされ、未来の永
楽帝に仕えることになった。永楽帝は、甥であった正統な皇
帝をクーデターによって転覆させ、自ら帝位を求めて最高位
に上り詰めた人物である。これが引き起こした正統性の問題
を、新皇帝は検閲とプロパガンダを用いて解決しようとした。
前皇帝の記録をすべて廃棄するように命じたほか、自らの正
統性を擁護するためのプロパガンダを展開。 

この時代の最も有名なプロパガンダの見世物は、それまで
に建造された中で最も素晴らしく巨大な木造船「宝船」である。
中国の記録によると、これらの船の全長はサッカー場を超え
る 120 メートル余りであった。宝船に随行する何百隻もの船
には、馬の輸送船、給水船、兵器庫船のほか、何千人もの兵
士と水夫の健康的な食事を確保するために甲板に土を敷き、
柑橘類の木を植えた船が含まれていた。 

中国共産党のプロパガンダは、鄭の遠征を中国の博愛主義
的な国際友好と互恵的な協力の好例（15 世紀の一帯一路運動）
として引用しているが、現実はそう単純ではない。 

鄭の航海の本来の目的は、皇帝の政治的正統性を担保する
ことにあった。中国史においては、政治的正統性と貢納制が
切っても切れない関係にある。中国の貢納制は、世界の他の
地域であれば交易と訳したほうが良さそうな制度である。貢
物を納める者が皇帝に外国の奢侈品や異国の動物などを献上
するのと引き換えに、皇帝は中国の貴重な品である絹、茶、

磁気などの贈物を与える。中国政府が貢納制を皇帝の高い政
治的権威の国際的な承認とみなしていたのに対し、他の国々
はこれを、中国と交易を行うための奇妙な儀式と見るのが普
通であった。 

中国共産党中央委員会の習近平総書記が主催する現代の一
帯一路国際協力フォーラムは、しばしば昔の貢献式典と比べ
られてきた。同フォーラムもまた、中国政府とその一帯一路
政策に対する信用の構築を意図したプロパガンダイベントだ
からである。

鄭の艦隊が入港し皇帝の贈り物を披露する様子は、眩しい
ほど色とりどりの光景であった。復路の艦隊は、現地の品々、
政府の役人や王族を乗せて中国に帰還した。それらの者に皇
帝の前で頭を下げさせることにより、世界中の人々が永楽帝
を「全天下」の正統な支配者と認めていることを宮廷に示し
たのである。 

鄭は、フビライ・ハンをはじめ、歴代皇帝に貢物を納めて
きた地方の支配者を探し出した。一方、インド太平洋地域に
貢納を望まない指導者がいると、宝船を出動させ、インドネ
シアの支配者らを捕えた。こうした行動には、スリランカの
統治王国を倒すなどの軍事攻撃や政治的干渉もあった。  

鄭の艦隊は、さらに、中国の技術力、航海力、経済力、 
軍事力を見せつけるという役割も果たしていた。だが中国は、
艦船が非常に高価であること、宣伝効果がコストに見合わな
いという批判が官僚から出ていたことを理由に、最後は艦船
をスクラップにしてしまう。それでも、艦船が中国の驚異的
な力を想起させるものであることに変わりはなかった。そして
贈り物は隠れたリスクを伴うことがある。世界のほとんどの
国で交易や外交とみなされる可能性のあるものが、中国への
貢物や服従とみなされる場合もあるのだ。
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プロの民兵船と SBFV の違い 
プロの民兵の船であるMMFVとそれ以外の民兵船
SBFVは、同じ働きをすることが多い。いずれも紛争
水域で中国の領有権の主張を通すために（特に近年
は）大船団を形成し、南シナ海の領有権を主張する他
の国々の船が漁場や環礁に近づくのを妨げている。 
しかし、双方の役割には違いもある。2017 年、台

山市の海洋漁業局が SBFVの所有者らと会い、彼らに
は「国の海上権益を護り国家主権を宣言するために」
「特別指定水域」で操業する「政治的責任」があると
くぎを刺した。この会合で、SBFVの所有者らは、外
国との大きないざこざは避けるようにとも言い渡され
ている。これは、漁船にぶつかる、外国の戦艦の航行
を妨げるといったより攻撃的な行為やその他の物理的
な対決が、主としてプロの民兵船に委ねられているこ
とを示唆する。 
MMFVがより大きな責任を担っていることは、武

器庫や大型放水砲などの機能備えたこれらの船の設計
とも矛盾しない。とはいえ、SBFVにも軍事作戦に加
われるだけの隠れた能力がある。広東省の漁業協同組
合が所有する SBFVの雇用契約書には、船舶は年間を
通じて特別な水域で運航・停泊し、訓練や主権の防衛
に参加し、必要に応じて中国人民解放軍の戦闘を支援
しなければならないとの記載がある。また、乗組員は、
船が停泊するスプラトリー諸島の中国前哨基地の港や
船内の構造を、船長の許可なく撮影することを禁止さ
れている。SBFVには、MMFVとは異なる種類の支
援が政府から与えられる。 
公に海上民兵と呼ばれる組織の船と SBFVの間に

こうした区別があるおかげで、SBFVはその存在や活
動を否認しやすくなっている。しかし、その政治的責
任と中国の国家主権の防衛に果たす役割は明白である
上に、戦闘で人民解放軍を補佐する義務まで負ってい
る以上、SBFVが民兵部隊のあらゆる合理的な定義と
一致することは明らかだ。

オープンソースによる民兵活動の確認
今回の分析の結果は、これまで中国の海上民兵組織を
めぐる理解の世間による共有を妨げていた多くの疑念
を解消するはずである。民兵組織は秘密ではない。中
国には、同組織の活動を公然と取り上げた政府文書、
メディアの報道、学術論文などの資料が豊富にある。
民兵組織は、（武器庫などの軍事的機能を備えた船舶
を操縦する制服の乗組員である）プロの民兵の船と、
紛争水域において中国共産党の政治的目的を達成する
ために採用、改修された（または SBFVとして特別に
建造された）漁船とで構成される。その活動資金は、
軍事仕様を満たす船舶を建造して紛争水域で運航し、
中国の警察と海軍を必要に応じて補佐できるように備
えることを現地民に対して奨励する中国政府の補助金
である。民兵船の背後にある法人組織は、最終的な所
有者がわかりにくいように考えられた複雑な組織では
なく単純でわかりやすい構造の組織であり、船が母港

とする地域に対応している。海南島の専門会社が運営
するプロの船団を除いて、民兵船は多種多様な企業が
所有している。この現象は、過去 10年間にわたる大
規模な政策イニシアチブの中で行われた資金提供の申
し出に地方の組織や企業が応じてきたという、全体と
して分権的な民兵組織の性質を反映するものである。 
 法人と中国政府機関とのつながりが、民兵船を確

認するための決定的な手がかりとはならないことは証
明されている。しかし、とりわけ民兵に関する他の指
標に加えてそのようなつながりを持つ船舶について
は、調査を行う価値がある。o

1999 年 2 月（上）および 2022 年 3 月に撮影されたこれらの写真
には、紛争が発生している南シナ海のミスチーフ礁にある中国の
建造物が写っている。米インド太平洋軍のジョン・C・アクイリノ

（John C. Aquilino）司令官は、中国政府が紛争水域に建造した人
工島を軍用基地にすることはない、と保証した習近平中国共産党
総書記の過去の発言とは裏腹に、同党が人工島の少なくとも 3 つ
を完全に軍事化し、対艦・対空ミサイルシステム、レーザーおよ
び妨害装置、戦闘機を配備していると述べた。AP 通信

このレポートは、戦略国際問題研究所（CSIS）のアジア海洋透明性イニシアチブと高度防
衛研究センターが当初「中国海上民兵の内幕を暴く（Pulling Back the Curtain on China’ s 
Maritime Militia）」というタイトルで 2021 年 11 月に発表したものを、FORUM のために再
編集しています。レポートの全文を読むには、https://www.csis.org/analysis/pulling-back-
curtain-chinas-maritime-militia にアクセスしてください。 
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資源をめぐる

戦争

中国による水の武器化
ブラーマ・チェラニー（BRAHMA CHELLANEY）

イラスト：FORUM
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共産主義国中国は、長きにわたり、自国が手に入
れたさまざまなものを他国に対する武器として
活用することを目論んできた。その二つの好例

が、世界のレアアース鉱物の供給の独占と、莫大な金
額の国際融資スキームである。今や世界のGDPの 5％
超に上る貸付債権を保有する中国は、世界銀行、国際
通貨基金（IMF）などの主要融資機関や、経済協力開
発機構（OECD）の全債権国の影響力を低下させている。
中国共産党は、その戦略目標の支えを確保するため

に、他の国々が貿易、財務、重要医薬品・医療器具、
鉱物、観光収入の面で中国に依存するように仕向け、
これを利用してきた。中国共産党のこうした強引なや
り口には、非公式の輸出入制限やその他の非関税障壁、
消費者によるボイコット、中国人ツアー客の制限、さ
らには漁場へのアクセス妨害も含まれる。
何度も国際法を踏みにじってきた中国共産党の過去

を考えれば、習近平総書記率いる同党が水を躊躇なく武
器化してきたことは驚くに値しない。水は生命の誕生と
維持に欠かせない資源だが、現在その不足が深刻化し、
インド太平洋地域の経済の未来に影を落としている。

水をめぐる覇権の圧力
中華人民共和国の建国後間もなく、中国共産党が新疆
ウイグル自治区とチベットを併合したことで、中国は
領土を 2倍にし、世界第 4位の国土面積を持つに至っ
た。水資源の豊富なチベット高原の併合は、第二次世
界大戦後の地政学的展開の中で最も広範囲に及ぶもの
の一つである。ただし、中国がブータン、インド、ミ

ャンマー、ネパールと国境を接することになったから
というわけではない。
問題は、インド太平洋地域の 10大河川水系の源流

がチベットにあり、併合によって同地域の水資源地図
が実質的に描き変えられてしまったことである。これ
により、水をめぐる中国の覇権は近代史上例を見ない
拡大を遂げた。 
現在、中国は、チベット高原の国境付近に建設した

巨大ダムを通じて下流諸国への影響力を増大させてい
る。チベットを源流とする河川には、タンパク源であ
る魚が大量に棲息していることも含め、中国本土を含
む十数か国で生活する 10億人を超える人々の暮らし
がかかっている。 
水資源を貪欲に求める中国の動きは、一人当たりの

水不足が世界で最も深刻なインド太平洋地域の淡水を
めぐる問題を深刻化させるものである。水は、中国と
河岸近隣諸国との間を分かつ新たな分断線となってい
る。この分断線が露わになったのは、中国共産党が国
のダム建設の焦点を、ダムで一杯になった国内河川か
ら少数民族の居住地域を源流とする越境河川に移す度
合いを高めているからである。
チベット高原以外の中国に源流がある重要な河川

は、カザフスタンやロシアに向かって流れるアムール

チャット・プージャ（Chhath Puja）祭の期間中、インドのグワハテ
ィ州にあるブラマプトラ川の河岸で祈りを捧げるヒンドゥー教の信
者たち。中国はここに、越境河川の流れを操作するためのスーパー
ダムを建設しようとしている。AFP/GETTY IMAGES
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メドク・ダム建設計画
中国がここに建設を予定し
ているダムの発電能力は、
中国中部の三峡ダムのほぼ
3倍に及ぶ 60ギガワット *  
― 世界最大のダムとなる。

*1 ギガワット ＝ 1,000 メガワット

中国

インド

インド

アルナーチ
ャル・プラ
デーシュ州

紛争中の
国境線

蔵木ダム
発電能力 510 メガワット

烏弄龍

大華橋
苗尾

河川の流域
完成済み / 運用中のダム
建設中のダム
建設予定のダム

功果橋

小湾

大朝山

ダッカ市

グワハティ市

ルアン
パバーン

ラサ市

糯扎渡

景洪

橄欖覇

パクベン

パクレイ

サナカム

漫湾

里底
托巴
黄登

大屈曲部
（グレート・ベンド）

雅魯蔵布江
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中国がメコン川の
本流に建設したダム
中国は、この川の上流で 11 のダムを運営して
おり、それらのダムの総貯水量は 470 億立方メ
ートル以上、総発電能力は 21 ギガワットに及ぶ。
調査の結果、これらのダムは、数千万人の暮ら
しを支える下流域の漁場や農地に経済・環境面
で壊滅的な影響を与えていることが判明した。

中国のブラマプトラ川 
ダム建設プロジェクト
中国が雅魯蔵布江（Yarlung Tsangpo）として知
られるブラマプトラ川の一部にスーパーダムを建
設しようとしていることで、下流にあるインドと
バングラデシュへの潜在的な影響への懸念が高ま
っている。

出典：スティムソン・センター（The Stimson Center）、GraphicNews

シアン川
インドは、メドク・ダム
から流れてくる残りの水
を国民が確実に利用できる
よう、アルナーチャル・プ
ラデーシュ州に 10 ギガワ
ットのダムを建設する予
定（なお、中国は、同州の
大部分が「南チベット」で
あると主張している）。こ
の新たなインドのダムによ
り、下流域の住民はさらな
る影響を被るおそれがある。

蔵木ダムは、チベット・
ブラマプトラ川初の水力
発電プロジェクトとして
2014 年に運転を開始した。
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右側でラオスと国境を接するタイのノーンカーイ県サングホム地区
で 2019 年に撮影された航空写真。かつて豊かな水をたたえていたタ
イ北部の川が、今や細く汚れた水路になり果ててたことがわかる。
主な原因は、中国とラオスの上流域に建設された一連のダムにある。   
AFP/GETTY IMAGES

川、イリ川、イルティシュ川の３つのみであるが、そ
の水と鉱物資源の豊かさは、中国の政治的征服の大き
な要因となっていた。中国によるイリ川からの分水工
事は、約 18,000 km2 にわたって広がるカザフスタン
最大の湖・バルカシュ湖を、人為的な環境破壊の象徴
となったアラル海のように変えてしまうおそれがある。
チベットを源流とする越境河川に新たに建設され

た中国の巨大なダムは、環境に計り知れない負荷をも
たらしている。すでに世界中のダムを全部合わせたよ
りも多くの大規模ダムの存在を誇る中国は、インド太
平洋地域の水資源共有に向けた協力の制度化を阻む大
きな障害となりつつある。
越境河川の流れを支配しようとする中国の企みの

矢面に立たされる可能性が高いのは、メコン川やチベ
ット人には「ヤルンツァンポ川」として知られるブラ
マプトラ川といった河川の最下流にある国々だ。ブラ
フマプトラ川はバングラデシュ最大の淡水源である。
一方、ベトナムは、同国北部の幹線水路である紅河と
南部の主要河川であるメコン川という、チベット高原
の端から流れる 2つの河川の下流に位置する。 
中国は、その近隣諸国の多くが河川等をめぐる二国

間条約（長年の宿敵であるインドとパキスタンの間の
共有条約など）を結んでいるにもかかわらず、河川等
の共用やルールに基づく水資源の共同管理の構想を拒
絶している。そのため、下流に位置するどの国とも河
川等の共用に向けた条約を結ぼうとしない。
中国は、静水と流水はその所在国の完全な主権下に

ある、と断言している。国境の自国側にある河川等に
ついて「議論の余地のない主権」を主張した上で、こ
れには、国境をまたぐ河川等の水流を自国に必要なだ
け迂回させる権利が含まれるとしている。 
これは、とうに信用を失った悪名高き米国のハー
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資源豊かなチベット高原で草を食む羊の群れ。 
同高原には、インド太平洋地域を流れる 
多くの河川の源流がある。AP 通信

モン・ドクトリンが１世紀以上も前に体現していた原
理である。同ドクトリンの名称の由来である当時の米
国司法長官ジャドソン・ハーモンは、米国が共用水資
源に関する国際法上のいかなる義務もメキシコに対し
て負わず、国境をまたく水流を自国のニーズに合わせ
て好きなだけ迂回させる実質的な自由を有している、
という概念を導入した。その理論にもかかわらず、米
国は、1906 年から 1944 年にかけて、水資源の共有
に関する協定をメキシコとの間で締結し続けた。
対する中国は、共用水資源を規制する 1997 年の国

連条約を拒絶することで、上流の大国が国境の自国側
にある水域について絶対的な領有権を主張する権利、
または国境をまたぐ河川等の水流を下流諸国への影響
を無視して迂回させる権利を有するという主張を記録
に残している。 
つまり、かのハーモン・ドクトリンはその発祥国

では消滅したが、中国では生き延びているということ
になる。

三峡ダムを超える巨大ダム
近隣諸国を従属させることでインド太平洋地域での優
位性を確保するという使命を担う中国共産党は、国際
関係における平等と互恵主義を説きながら、実際には
そのいずれも採用していない。中国中心のインド太平
洋地域なしでは、中国による世界支配が実現しないか
らだ。中国は、インドと日本を同地域における 2つの
潜在的なライバル国家とみなしている。こうした状況
の中で、インドに対しては淡水をめぐるカードを切ろ
うとしているが、中国と海で隔たれた日本に対しては
それができない。
中国がインドに仕掛けようとしているのは、かつて

のメコン川流域戦略の再現ともいえる作戦である。中
国は、メコン川に巨大なダムと貯水池を建設すること
により、下流諸国の生活に欠かせないこの川の国境を
越えた流れを支配するようになった。中国共産党は、
水問題をめぐる地政学的ポーカーといういちかばちか

のゲームに下流諸国を引きずり込んだのである。 
中国がメコン川に建設した 11の巨大ダムは、中国

共産党に、大陸側の東南アジアへの水流を遮断する力
を与えている。その結果、下流の国々による淡水の継
続的な利用は、中国の「善意」に依存するようになった。
中国共産党とその軍事組織である人民解放軍は、こ

れと同様の（ただしより多次元的な）戦略によってイン
ドを制圧しようと目論んでいる。インドに対する中国の
行動には、河川の国境を越えた流れの再構築、ヒマラヤ
の領土紛争地域におけるサイバー攻撃や領土侵犯といっ
た間接戦争の要素が目立つ。中国のこうした領土修正主
義を受けて、2020 年以降はヒマラヤ地域で中国軍とイ
ンド軍のにらみ合いが続いており、より多くの衝突、さ
らには本格的な戦争に発展する懸念が高まっている。
インドとの軍事的対立が続く中、中国の形式的な議

会は、2021 年 3月、ブラマプトラ川に世界初のスー
パーダムを建設するという中国共産党の決定を可決し
た。そのスーパーダムは、重武装地帯であるチベット
とインドの国境付近に位置する、地球最長・最深の峡
谷をまたいで建設されることになる。 
ブラマプトラ川は、ヒマラヤ山脈の周囲でUの字を

書くように流れ、標高 2,800mを超える地点からイン
ドの氾濫原に向かって流下しつつ、チベットのヤルン・
ザンボ大峡谷を形成している。世界有数の生物多様性
を誇るこの峡谷には、地球最大の河川水エネルギーが
未開発の状態で集中している。 
スーパーダムは、中国が長江に建設した記録破りの

三峡ダムを凌駕する規模のダムとなり、年間発電量も
三峡ダムの 3倍に及ぶと見込まれている。 
頻繁な地震活動で知られる地域にそのようなスー

パーダムが建設されると、インドの下流域は、いつ爆
発するかわからない「水爆弾」を抱えることになる。
2020 年 8月には、記録的な洪水によって世界最大の
三峡ダムが危機に瀕し、約 4億もの中国国民が危険に
さらされている。
2021 年、中国共産党は、険しい峡谷を通る戦略的
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幹線道路を完成させるとともに、近隣軍事都市への高
速列車の運行を開始し、ダム建設の準備を整えた。こ
の鉄道と幹線道路により、不安定な地形のため以前は
近づくことができなかった遠隔地に、重機、資材、作
業員を輸送できるようになった。 
このスーパーダムは、中国が越境河川の流れを操作

し、下流にあるインドのアルナーチャル・プラデーシ
ュ州について長年行ってきた領土権の主張を強化する
手段となるだろう。
中国共産党は、水をインドに対する武器として巧み

に利用しながら、そのプロジェクトが生物多様性に富
む地域に及ぼす可能性の高い修復不可能なダメージは
無視しようとしている。加えて、チベットの女神ドル
ジェ・パクモの身体を表す山々、断崖、洞窟と背骨を
表すブラマプトラ川があるこの地帯は、チベットの人々
にとって神聖な土地である。
国土の大部分が氾濫原とデルタとで構成され、人口が

密集するバングラデシュも、このプロジェクトによって壊
滅的な被害を受ける可能性が高い。1億 6,500万人のバン
グラデシュ国民の未来が環境の変化と気候変動による危険
にさらされる中、中国のダムが引き起こした混乱は、すで
に何百万人もの移民がバングラデシュから流れ込んだイン
ドへの新たな難民流出につながるおそれがある。

さらに大きな影響
自然に対する畏敬の念を特徴とするチベット文化は、
何世紀にもわたって環境の保護と、生物多様性や手つ
かずの景観の保全に役立ってきた。しかし、略奪者で
ある中国共産党は、チベットの人々にとって神聖なも
のであるそれらの景観を少しずつ荒廃させている。 
数十年前にインドから奪取した国境地域での金採掘

ラッシュから越境河川における見さかいのないダム建
設まで、チベットの天然資源を独占しようとする同党
の動きは過熱の一途をたどってきた。満州族の王朝で
ある清朝以降のチベットの中国名が「西方の宝の地」
を意味する「西蔵」であることを考えれば、水と採鉱
をめぐる中国の主要プロジェクトがチベット高原に集
中しているのも頷ける。 
後先考えない経済成長により自国の天然資源を枯渇

させた中国は、生態学的な脆弱さを抱えたチベット高
原の資源を貪欲にむさぼっている。同高原は、その広
大さのみならず高さにおいても世界一であるために、
「世界の屋根」と呼ばれる。ブラマプトラ川のスーパー
ダムは、どの巨大ダムよりも高い標高約 1,520 メート
ルの地点に建設される予定である。
中国が建設中または建設予定である大規模ダムのほ

とんどは、地震活動が活発な中国南西部に集中してい
るが、そこで暮らす人々の多くはチベット人やその他
の少数民族だ。強制的な立ち退きや水没伴うプロジェ
クトは、民族間の緊張も引き起こしている。
しかし、下流域の国々には、中国にダム建設による

環境破壊をやめさせるための手立てがほとんどない。
インドは、戦争のリスクをよそに中国とぶつかり合い、

中国の能力とパワーに公然と挑んできた。とはいえ、
中国による越境河川の流れの変更に対しては、中国の
一方的な行動にスポットライトを当てる以外の対処法
をほとんど持たないのが現状である。
上流域における中国の活動は、国境に位置するイン

ドの州で鉄砲水を発生させ、ブラマプトラ川の主流であ
るかつての原始河川・シアン川を汚染してきた。インド
国境付近に建設される中国のスーパーダムは、メコン川
流域で発生しているものよりさらに壊滅的で大規模な被
害を引き起こすおそれがある。同流域では、中国の巨大
ダム網を原因とする干ばつが頻繁に発生するようになっ
た。これらのダムはまた、メコン川の年間氾濫サイクル
を狂わせ、ヒマラヤ山脈から栄養豊富な堆積物が流れて
くるのを妨げることで、生物多様性と漁場にダメージを
与えている。一方の中国共産党は、ダムを利用して上流
水域の支配を固め、下流にある国々の政策に影響を及ぼ
すようになっている。中国は、メコン川下流域のどの国
とも河川等に関する条約を結んでいない。2020 年後半
には地域の統括機関であるメコン川委員会との間でより
多くの通年データを共有することに合意したものの、下
流の国々が水流を管理するために必要な透明性や十分に
タイムリーなデータを提供していない。
中国共産党にとって、河川の流れの支配と操作は中

国の力の支柱である。それだけに、インド太平洋は水
をめぐる紛争の火種が最も多い地域となっている。中
国政府は、近隣諸国の多くに財務面、貿易面、政治面
で対抗するための手段をすでに多数確保済みである。
現在は、越境水流の非対称的な支配に向けた計略によ
り、インド太平洋地域の水を掌握しようとしている。o

ボートを待ちながらブラマプトラ川のほと
りを歩くインドの行商人 AFP/GETTY IMAGES
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英文（Tsai Ing-wen）総統が 2016 年の就
任時に導入した台湾の新南向政策（NSP）
は、過去に打ち出されたこの種の政策と同

様に、台湾が最重要視する 18か国との関係を強化
するための包括的なビジョンを提示している。なお、
これら 18か国とは、東南アジア諸国連合（ASEAN）
の 10の加盟国、南アジア 6か国、オーストラリア、
ニュージーランドである。
経済的相互依存に焦点を当てていた李登輝（ Lee 

Teng-hui ）元総統や陳水扁（Chen Shui-bian）前
総統の南向政策との違いは、蔡の新南向政策が、人
と人との交流を推進し、その範囲を教育面での交流
や観光まで拡大することにより、同地域における台
湾のソフトパワーを強化するという、従来より広範
な動機に基づいている点である。
オンラインニュースマガジン「ザ・ディプロマ

ット（The Diplomat）」は、蔡が次のように述べ
たと報じている。「新南向政策は、アジアを対象と
した台湾の地域戦略だ。その目標と理想は、東南
アジア諸国連合のインド太平洋地域に関する展望
や、インドの『アクト・イースト政策（Act East 
Policy）』と一致する。これらの取り組みを連携さ
せれば、相互に補い合いながら経済と社会を成功に
導く互恵的な関係を実現することができる」

新南向政策は、以下 4つの分野に重点を置いて
いる。
•	経済・通商面での協力 インフラ建設サービス
を輸出し、対象国に進出する台湾の中小企業を
支援し、台湾の会社への資金援助を行うことに
より、経済・貿易面の新たなパートナシップを

構築する。また、対象国のサプライチェーンや
国内需要とより密接につながり、インフラ計画
についての協力を進める。

•	人材交流 若い学者、学生、業界プロフェッ
ショナルのための交流・研修プログラムを
充実させることで、人的資源を共有し、パ
ートナー国の強みを補完する。具体的な取
り組みには、二国間学術交流プログラム、
新南向人材マッチングサイト、台湾の会社
が自社事業を登録し人材を探すことができ
る情報プラットフォームなどがある。

蔡

インドとの戦略的協力の機会につながる台湾の政策

南へ向き
東に動く

南勢埔で行われた訓練で陸軍予備役兵に語りかける台湾の蔡英文
総統。ロイター

サヘリ・チャッタラージ（SAHELI CHATTARAJ）
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•	資源の共有 文化、観光、医療、技術、農業、
中小企業をめぐる台湾のソフトパワーを活
用して、二国間協力と多国間協力の機会を
創出する。政策としては、農業分野での協
力を推進し、他国との双方向観光を増やし、
質の高い医療を受けたい対象国の居住者を
台湾に誘致することなどが挙げられる。

•	地域内でのつながり 公的な交流と民間交流
を盛んにし、通商協約を締結・更新し、パ
ートナー国との多国間・二国間協力を制度
化し、交渉と対話を強化する。

新南向政策の台湾にとっての重要性
台湾と正式な外交関係にある国は十数か国に過ぎ
ず、ほとんどの国は台湾政府でなく中華人民共和
国を認めている。中国共産党は、中華人民共和国
こそが「中国」の名を冠した唯一の主権国家であ
り、自治領である台湾島はその一部にすぎないと
主張している。米国務省によると、米国は、その
「一つの中国」政策ゆえに台湾との正式な外交関係
はないものの、「堅牢な非公式の関係」を維持して
いる。
米台関係の法的根拠を規定し、台湾の防衛力維

持を支援するという米国のコミットメントを明記し
た 1979 年台湾関係法に言及した同省のファクトシ
ートには、次のように記載されている。「米国には、

台湾との正式な外交関係こそないものの、堅牢な非
公式の関係と ... 台湾海峡の平和と安定への尽きせ
ぬ関心がある」台湾と米国が共有する同様の価値観、
深い商業的・経済的なつながり、そして人と人との
強い絆は、両国の友好関係の礎となっている。 
ファクトシートによると、米国は、「海峡を挟ん

だ対立が平和的な手段で解決されること」を期待し
ている。
新南向政策は、ビジネス、貿易、教育、人的交

流および観光の分野で近隣諸国との関係を構築する
ことを目的とした台湾のイニシアチブと見ることも
できる。
「ビジョンを前に進める：台湾の新南向政策

（Moving the Vision forward: Taiwan’ s New 
Southbound Policy）」と題する政府文書には、次
のような技術がある。「同政策は、単一市場への依
存を減らし（中略）地域のインフラに焦点を当てた
中国の一対一路イニシアチブとの直接競争を避ける
国家のための新たな経済発展のモデルを推進するも
のである。台湾のプロジェクトにおいては、人とソ
フトパワー、観光・教育・医療・技術・中小企業・
農業の支援がすべてである」

インドと新南向政策
インドと台湾の関係は、主にインドの「一つの中国」
政策が影を落とす道を歩んできた。しかし、戦略地

「メイク・イン・インディア」のロゴを発表するインドのモディ首相（2014 年）。AP 通信
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政学的な環境が変化しつつある今、インドは台湾に
とって魅力的な投資先となる可能性がある。
1949 年の中華人民共和国建国後、インドは同共

和国を認め、後にこれと正式な外交関係を樹立し
た。1971 年には、中国のために台湾を国連総会と
安全保障理事会から追放した国際連合で中国を支
持。これにより、インドと台湾の協力構築への道は
閉ざされることになった。しかし、政府が 1992 年
に打ち出した「ルック・イースト政策（Look East 
Policy）」の下、インドは再び東の近隣諸国に注意
を向けるようになる。1995 年、台湾とインドは、
ニューデリーに台湾経済文化センター（Taiwan 
Economic and Cultural Centre、略称 TECC）、台
北にインド台北協会（India Taipei Association、
略称 ITA）をそれぞれ設立した。両機関は、領事業
務を開始するとともに、経済・貿易・教育面での交
流と人的交流の推進も行った。
それ以来、インドと台湾の相互取り組みは徐々

に強化されている。2014 年後半には、インドが「ル
ック・イースト政策」からさらに踏み込んだ「アク
ト・イースト政策（Act East Policy）」に移行し、
地域内の協力をより重視する姿勢を鮮明にした。ナ
レンドラ・モディ（Narendra Modi）首相の指導の
下、外国の直接投資を呼び込むために打ち出した複
数のイニシアチブには、外国の企業がインドに製造
部門を置くことを奨励した「メイク・イン・インデ
ィア（Make in India）」が含まれる。このイニチア
チブにより、外国企業のインドでの登記も容易にな
った。また、商品とサービスの税制が統一されたこ
とで、外国企業によるインドへの投資部門設置がよ
り実現可能かつ容易になっている。インド政府は、
さらに、投資を誘致するための補助を行うと発表。
グジャラート州、マハーラーシュトラ州、アンドラ・
プラデーシュ州、タミル・ナードゥ州、ウッタル・
プラデーシュ州などの州が、土地、水、電力の形で
補助を提供している。
一方の台湾も、新南向政策に基づき、製造拠点

のいくつかをインドに移転した。熟練した労働者を
安く確保できるインドは、魅力的な投資先である。
2020 年 11 月、葛葆萱（Baushuan Ger）駐印

台湾代表は、ヒンドゥスタン・タイムズ紙に次のよ
うに述べている。「台湾とインドは、互いに信頼で
きる自然なパートナーだ。両国は、自由、民主主義、
法の支配、人権の尊重といった基本的価値観を共有
している。インドの『アクト・イースト政策』と、
台湾が東南アジア、南アジア、オセアニア 18か国
との関係強化に向けて打ち出した新南向政策との間
には、非常に多くの共通項がある」
産業と貿易をめぐる印台関係の強化・発展に向

け、台湾文化センターとインド台北協会も、産業協
力を推進するための協約を締結した。フォックスコ
ン（Foxconn）やマキシス（Maxxis）などの台湾
企業がインドでの製造を開始している。さらに、	

東アジア諸国との文化的な類似点が多い台湾は、	
インドでの営業が長い日本、シンガポール、韓国の
経験とビジネスモデルから学ぶこともできる。
葛代表は、ヒンドゥスタン・タイムズ紙に対し

て次のように述べた。「私たちが目の当たりにして
いる世界のサプライチェーンの再編により、台湾と
インドが製造分野の関係を強化するための機会がた
くさん生まれている。両国は、それぞれの立場を慎
重に評価し、より強力なパートナーシップを築くた
めの政策を立案しなければならない」
台湾は、すでに、新南向政策が指定した主な対

象国の一つであるインドとの関係強化に意欲を示し
ている。一方のインドも、その「メイク・イン・イ
ンディア」イニシアチブに参加してインドでの製造
を開始し、インド国内だけでなく海外への輸出も行
うパートナーを増やす必要がある。加えて中国が「一
帯一路」インフラ計画を通じて南アジアへの影響力
を増大させ、インドが対中貿易赤字を抱える今、ビ
ジネス・文化面における印台湾関係の拡大は両国に
利する可能性がある。

「過去 25年間の印台両国は、増え続ける貿易と
投資、教育分野の交流や技術協力から大きな恩恵を
受けてきた。今は、両国にとって有益な目標と戦略
を定義し直し、それらを実現する時だ」と葛代表は
ヒンドゥスタン・タイムズ紙のインタビューに答え
ている。o

この記事は、当初イースト・ウエスト・センター（East-West Center）の「アジア太平
洋公報（Asia Pacific Bulletin）」に掲載された記事を FORUM のフォーマットに合わせて
編集し、FORUM のスタッフが加筆を行ったものです。元の記事は下記のサイトからお
読みいただけます。 https://www.eastwestcenter.org/publications/india%E2%80%99s-
act-east-and-taiwan%E2%80%99s-new-southbound-policy-are-win-win

ニューデリーで訪印要人の到着を待つモディ首相。AP 通信
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一帯一路が生む
巨額の債務

中国のインフラスキームが
残した借金と後悔

イラスト：FORUM
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中国からの融資約 296 億円（2億米ドル）で建設され、
モルディブの首都マレと空港を結んだ橋は、「繁栄

への橋（bridge to prosperity）」という通称で呼ばれて
きたが、正式名称は「中国・モルディブ友好橋（China-
Maldives Friendship Bridge）」または「シナマレ橋
（Sinamale Bridge）」である。それは、当初いかにも友
好的な提案のように思われた。2018 年に橋が開通する
と、空港に到着した旅客は高速ボートに乗らなくとも首
都に行けるようになった。開通をきっかけに近隣のハレ
ヒューマレ島で起きた開発ブームも大いに歓迎された。
しかし、最終的には、中国の一帯一路（OBOR）イ

ンフラ計画の多くと同様に、持続不可能な債務を抱え
た不良プロジェクトの仲間入りをしている。バージニ
ア州ウィリアムズバーグにあるウィリアム・アンド・
メアリー大学（College of William and Mary）の研究
者が 2021 年 9月に完了した 4年間の調査では、ブル
ネイ、カンボジア、ラオス、モルディブ、ミャンマー、
パプアニューギニアを含む 42の低・中所得国が、一
帯一路プロジェクトによって国内総生産（GDP）	
の 10％を超える債務を抱えていることが判明した。
同大学のグローバル・リサーチ・インスティテュ

ート（Global Research Institute）にある国際開発
研究室 AidData は、「『一帯一路銀行』の実態 ―中国
の開発プロジェクト 13,427 件に関する新たなグロ
ーバルデータセットに基づく洞察（Banking on the 
Belt and Road: Insights from a new global dataset 
of 13,427 Chinese development projects」と題す
る報告書の中で、中国が 165 か国のプロジェクトを

対象に約 124 兆 7,600 億円（8,430 億米ドル）と
いう驚異的な額の支援を行っていると述べた。同報
告書によると、これらのプロジェクトに関連する約
約 56兆 9,800 億円（3,850 億米ドル）の債務のほと
んどが世間の目から隠されているという。
一帯一路は、中国共産党の習近平総書記が、アフリ

カ、欧州、インド太平洋のインフラ開発を中国の資金
で推進するためとして 2013 年に打ち出したスキーム
である。独立系のシンクタンクである外交問題評議会
（Council on Foreign Relations、略称 CFR）によると、
同総書記は、高速道路、鉄道、発電所、パイプライン
などのプロジェクトが、中国の輸出拡大、陸上・海上
輸送施設へのアクセス向上、製造の促進や、「海外にお
ける経済的・政治的・軍事的影響力」の強化につなが
ると期待していた。「しかし、新規の投資が十分なリタ
ーンを生み出せなかった場合には、債務が持続不可能
なレベルまで膨れ上がり、中国との政治的摩擦を引き
起こすおそれがある」と同評議会は述べる。
スリランカの金融・政治ニュースサイト EconomyNext 

が 2022年 1月に報じたところによると、モルディブは、
アブドラ・ヤミーン（Abdulla Yameen）大統領（当時）
の任期である 2013 年から 2018 年にかけて見さかいの
ない借り入れを続けたが、今では当局がいくつかの一帯
一路プロジェクトを「実現可能性に乏しい」との理由で
中止し、増え続ける債務に気をもんでいるという。モル
ディブ議会の議長でありモルディブ民主党の党首でもあ
るモハメド・ナシード（Mohamed Nasheed）が 2019
年に AP通信に語ったところでは、モルディブが中国の

FORUM スタッフ

中国の出資により建設された、 
モルディブの主要空港と首都を結
ぶ橋。かつて「繁栄への橋」と呼
ばれたこの橋が、今は持続不可能
な債務の象徴となっている。ロイター
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事業体に対して抱える債務は約 4,400 億円（30億米ド
ル）に上ると推定されるが、中国の当局者が主張する額
はこれをはるかに下回る。なお、世界銀行によると、モ
ルディブの 2022 年度予想GDPは約 7,800 億円（53億
米ドル）である。
ナシード議長がこの債務について警鐘を鳴らし始め

たのは、2018 年に自党がヤミーンを打破した後のこと
だ。ヤミーン大統領失脚後のモルディブ政府は、インド
とより緊密な関係を築くようになった。ナシード議長は、
ヤミーン前大統領がモルディブを債務の罠に陥れたとの
告発を主導している。同議長が EconomyNext に述べ
たところによると、債務の額を見直して本来の額に引き
下げない限り、政府は中国の融資を返済できないという。
モルディブは、すでに島のリゾート事業の一部を中

止した。ナシード議長は EconomyNext のサイトで、
「リゾートの建設とこれらの島の所有権が再び問題にな
っている。中国企業による建設のさまざまな段階であ
る約 6～ 7の島があるが、今は建設工事が長期にわた
って停止し、これらの島の契約上の所有権がまだ裁判
所で整理されていない状況だ」と述べている。

隠れた借金、高いコスト
AidData は、年間約 12兆 5,800 億円（850 億米ドル）
に近い国際開発資金の拠出を約束している中国が、今
や拠出額においては米国その他の大国に 2対 1の差を

つけていると分析した。同研究室は、その報告書の中で、
中国の事業体は途上国の努力を無償援助や譲許的融資
で後押しするよりも、「国際開発資金の市場で優位に立
つために援助より借金を活用」してきたと指摘してい
る。同報告書によると、中国は、2013 年に一帯一路を
導入して以来、貸付と無償援助の比率を 31対 1で維
持しているという。
中国の国有金融機関が提示する融資期間は多国間債

権者のそれより不利である上に、貸付は平均 4.2％の
利子付きで行われる。しかし、債務国の納税者にとっ
てのより大きな問題は、融資の性質が世間の目から隠
されていることが多いために、債務国政府の真の負債
を評価するのが難しいことである。
その理由としては、中国が海外向けに行う融資の

70%は、国有企業、国有銀行、特別目的媒体、合弁事業、

研究者によると、中国の昆明市とラ
オスのビエンチャンを結ぶ高速鉄道
プロジェクトの債務の多くが世間の
目から隠されているという。ロイター

“融資の性質は世間の目から隠さ
れていることが多いため、債務
国政府の真の負債を評価する
のは困難”
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民間機関に対して行われているからだとAidData の報告
書は述べている。債務国は、直接借り入れを行うことは
少ないものの、債務不履行が発生すれば返済責任を負う。
「これらの債務のほとんどは、政府のバランスシートに
記載されていない」と同報告書は指摘する。しかし、「貸
付機関のほとんどは相手国政府の明示的または黙示的な債
務保証を利用できるため、民間の借金と国の借金の区別が
曖昧になり、公共財政の管理上大きな問題」となっている。
こうした問題は、2021 年 12 月に中国と共同で約

8,800 億円（60億米ドル）の鉄道を開通させたラオス
でも顕在化しつつある。この路線はラオスの首都ビエ
ンチャンと中国南部の都市昆明を結んでいる。マニラ・
タイムズ紙は、ラオスのトーンルン・シースリット
（Thongloun Sisoulith）大統領が鉄道の開通式で「近
代的インフラ開発の時代」の到来を宣言した上で、「ラ
オス国民の夢が実現した」と述べたことを報じている。
政府は鉄道が 2027 年までに利益を出すことを期待

しているが、専門家は、その資金となる中国の融資の
持続可能性を不安視している。アジア開発銀行研究所
（Asian Development Bank Institute）のアナリスト
であるジョナサン・アンドリュー・レーン（Jonathan 
Andrew Lane）は、2020 年 9月の報告書に、人口わ
ずか 700 万人の国と昆明を結ぶ「高価な鉄道は商業的
な論理性に乏しい」と記している。また、ラオスにと
ってのメリットがリスクを上回ることはないと示唆し、
「この債務返済は、政府の限られた増税能力にさらなる
重圧をかけることになるだろう」と述べた。
同報告書は、ラオスが抱える総額約 1兆 9,500 億円

（133 億米ドル）の負債のほぼ半分は中国政府からの借
金だが、件の鉄道はさらなる隠れた負債に相当する、と
警告する。このプロジェクトは、中国の国有企業 3社と
ラオス企業 1社の合弁事業であり、開通した鉄道に関す
る債務約 5,200 億円（35億 4,000 万米ドル）の 70％
を中国政府が保有している。AidData の研究者らによる
と、債務不履行となった場合にどちらの国が合弁事業を
救済すべきかは明確でないという。鉄道が「十分な利益
を出せない場合、ラオス政府は、総額約 5,200 億円（35
億 4,000 万米ドル）の債務の 0～ 100%について返済
義務を負う可能性がある」とAidData は警告した。

スリランカの絶望
スリランカは、2022 年に粉ミルクや調理用ガスといっ
た必需品の不足と深刻な債務危機に見舞われた。それ
が頂点に達したのは、破産に直面した同国の対外デフ
ォルトが正式に認定された 5月中旬である。オンライ
ンニュースマガジン「ザ・ディプロマット」は、同国
の対外債務の総額が 2022 年だけでも約 1兆 300 億円
（70億米ドル）に上ったと報じている。すべての対外
債務を合わせた総額約 7兆 5,400 億円（510 億米ドル）
のうち、約 3兆 7,000 億円（250 億米ドル）について
は 2026 年に返済期限が到来する。
2022 年 4月には、食料や燃料を求めて長い列を作

る人々の抗議活動がスリランカ全国で発生。7月には、
経済を破綻させたとして非難されていたゴーターバヤ
ラジャパクサ・（Gotabaya Rajapaksa）大統領が辞任
に追い込まれた。

2022 年 1 月、中国が融資するコロンボ・
ポートシティ埋め立てプロジェクトの
現場に到着した当時のスリランカ大統領
ゴーターバヤ • ラジャパクサ氏（中央）
と中国の王毅外相。AP 通信
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2022 年 5月中旬、抗議者の 1人である 27才
のナベエンドラ・リヤアナラチャチ（Naveendra 
Liyaanarachachi）は、ニューヨーク・タイムズ紙に
対し、「大統領が去る以外に解決策はない」と述べた。
ラジャパクサ大統領の国外逃亡後、スリランカ議会は、

ラニル・ウィクラマシンハ（Ranil Wickremesinghe）
首相を後任の大統領に選任した。
観光に依存する国スリランカの財政危機は、新型コロ

ナウイルス感染症のパンデミックによって引き起こされた
部分もあるが、政府の絶え間ない借金が積み上がり、期限
までに返済できない莫大な額の対外債務となったことを忘
れてはならない。「ザ・ディプロマット」の報道によると、
同国の経済は2021年 7月から9月にかけて1.5%縮小し、
2021年 12月にはインフレ率が12.1%にはね上がった。
スリランカの現金不足は経済を急降下させ、燃料の

輸入が鈍化。水力発電ダムの水位の低下が、電力と燃
料の不足に拍車をかけた。インドに本拠を置く世界的
ニュースネットワーク「WION」は、スリランカ首脳
陣が、国が債務不履行（デフォルト）に陥るリスクを
回避すべく 2022 年 1月に中国の債権者に救済を求め
たと報じている。WIONによると、ラジャパクサ大統
領（当時）は、1月にスリランカを訪問した中国の王
毅（Wang Yi）外相に対し、「新型コロナウイルス感染
症の拡大に伴う経済危機への対応策として債務返済計
画の再考をお願いできれば、当国にとって大きな助け
になる」と述べたという。しかし、中国側は何の救済
も申し出ず、中国外務省（中華人民共和国外交部）の
報道官が「スリランカが一時的な困難を極力早く克服
できると確信している」と発表するに留めた。
2007 年以降にスリランカがソブリン債を発行して

調達した約 1兆７,400 万円（118 億米ドル）は、同国
の対外債務の 36.4％を占めている。次に額の大きい債
権者は、ロイター通信の報道によると、スリランカに
約 6,800 億円（46億米ドル）を貸し付けているアジア
開発銀行である。これに続くのが日本と中国で、それ
ぞれ約 5,100 億円（35億米ドル）を融資している。
中国はスリランカの最大の債権者ではないが、その

プロジェクトが醸す物議はきわめて大きい。最も顕著
な例であるハンバントタ港は、中国の資金で建設され
2010年 11月に開港したものの、最終的には中国の管理
下に入ることになった。2017年、スリランカが債務不

履行に陥ると、招商局港口控股（China Merchants Port 
Holdings Co. Ltd.）が 99年契約で港の運営権を借り受
け、国営のスリランカ港湾局（SLPA）との合弁事業と
いう形でプロジェクトの株式の70％を取得している。

汚職、抗議、スキャンダル
インド太平洋地域と世界各地では、一帯一路プロジ
ェクトにまつわるスキャンダルが後を絶たない。
AidData のレビューによると、一帯一路プロジェクト
の 35％で、「汚職をめぐるスキャンダル、労働基準違
反、環境問題、抗議行動」といった実施上の問題が発
生している。これに対し、中国政府のインフラ事業の
うち一帯一路以外のプロジェクトが同様の問題に直面
する割合は、21％であるという。同報告書は、一帯
一路スキームの英語名である「BRI（Belt and Road 
Initiative）」という頭文字を用いて、次のように指摘
している。「融資を受ける国の政策立案者は、汚職と
過度な高値をめぐる懸念、そして中国との緊密な関係
の維持を難しくしている世論の大きな変化を受けて、
目立つ BRI プロジェクトを棚上げにしている」
おそらく、一帯一路プロジェクトがスキャンダルで

行き詰まっているマレーシアほど、この傾向が顕著な
国はないだろう。マレーシアにおける一帯一路プロジ
ェクトの代表例は、「イースト・コースト・レール・リ
ンク（The East Coast Rail Link、略称 ECRL）」である。
全長 640kmの鉄道が、西海岸のポートクラングと東

“一帯一路プロジェクトの35%で、
汚職をめぐるスキャンダル、労働
基準違反、環境問題、抗議活動
といった実施上の問題が発生し
ている”

スリランカのハンバ
ントタ港の約 70%
は、中国の国有事業
者に 99 年契約でリ
ースされている。
AFP/GETTY IMAGES
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海岸のコタバルを結ぶことになっている。「ザ・ディプ
ロマット」が 2021 年 10 月に報じたところによると、
このプロジェクトは2018年に汚職の疑いで中断され、
その後何度も交渉と調整が行われてきた。
同プロジェクトをめぐるスキャンダルにより、2018

年 5月には、当時のナジブ・ラザク（Najib Razak）首相
が退任する事態となっている。その年、ナジブは92才の
マハティール・モハマド（Mahathir Mohamad）に選挙
で大敗。かつて22年間にわたり国を率いたマハティール
は、一度引退した後復帰し、ナジブに戦いを挑んでいた。
2019年 1月の「フォーリン・ポリシー（Foreign 

Policy）」誌は、ナジブの敗北が決まった時に「最も動揺
したのは、中国の政府当局かもしれない」と報じている。
なぜならナジブは、全国における無数のプロジェクトの
特別なアクセス権を中国に与えていたからである。ナジ
ブは最終的に、「1マレーシア・デベロップメント・ブル
バド（1Malaysia Development Berhad、略称1MDB）」
として知られる国の開発基金をめぐるスキャンダルの焦
点となった。「フォーリン・ポリシー」は、対立候補であ
るマハティールが、「マレーシアに注ぎ込まれた中国マネ
ーの一部は、賄賂が枯渇した基金の財源を補充するため
に使われていた」と主張したことを報じている。
これについては、2019 年 1月のウォール・ストリ

ート・ジャーナル紙も証拠を提示した。一連の会議の
議事録には、マレーシアの当局者が中国の当局者に対
し、中国は 1MDBの債務返済を助けるために、インフ

ラ事業の資金を水増しして提供すべきだと持ちかけた
ことが記されている。「フォーリン・ポリシー」は、「こ
れが真実なら、報告書は、中国が腐敗した政権を利用
して一帯一路スキームを推進しているという広く共有
された疑惑の明確な証拠を示したことになる」と報じた。
ナジブがスキャンダルを乗り越えることはなかった。

2021年 12月、マレーシアの裁判所は、ナジブに汚職の
罪による12年の禁固刑を言い渡している。裁判所の判
断は、ナジブがもはや機能していない1MDBの前身で
あるSRCインターナショナル（SRC International）から、
約14億 8,000万円（1,000万US$）を受け取ったとい
うものだった。
2021 年 8月にはイスマイル・サブリ・ヤアコブ

（Ismail Sabri Yaakob）が首相に就任し、鉄道プロジ
ェクトの継続を誓約。しかし、一帯一路の評判はすでに
下がり始めていた。調査分析会社ロジウム・グループ
（Rhodium Group）のアソシエイト・ディレクター	
であるアガサ・クラッツ（Agatha Kratz）は、2021 年
3月のポッドキャストで、債務の持続可能性をめぐる懸
念から中国のプロジェクトが棚上げになるという以前
からの傾向が、新型コロナウイルス感染症のパンデミ
ックによってさらに強まったと分析している。「これを
きっかけに、一帯一路を『債務の罠』外交とする説に
弾みがつきました。世界中のメディアが突然これらの
失敗例に注目し始めたことで、一帯一路イニシアチブ
への 幻滅が広がったのです」と同氏は語っている。o

価格論争とスキャン
ダルのために建設が
遅れたマレーシアの
イースト・コースト・
レール・リンク。
AFP/GETTY IMAGES
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新型コロナウイルス感染症
（COVID-19）の世界的大流行によ
ってもたらされた前例のない課題
は、軍だけでなく、より広範な社

会の福祉と準備態勢を確保する上で、軍医業界
が重要な役割を果たすことを浮き彫りにした。
新型コロナウイルス感染症ワクチンの開発から
世界的なサプライチェーンの混乱への対処、救
命用品の配達まで、インド太平洋地域全体の軍
の医療従事者と計画担当者は、不安定な公衆衛
生環境で成果を上げるべく協力してきた。

「今は本当に困難な時代だ。新型コロナウ
イルス感染症は、世界中に驚異的なスピード
で広がり、破滅的な影響を与えた」と 2022
年 3 月に開催されたインド太平洋軍衛生交流
会（IPMHE）への歓迎メッセージで、米国
インド太平洋軍（USINDOPACOM）司令部
外科医（当時）のパメラ・ミラー（Pamela 
Miller）少将は述べ、次のように続けた。「新型
コロナウイルス感染症の世界的大流行により、
我々の生活が一変し、連携の重要性が強調され、
ベストプラクティスを共有し、急速に変化す
るこの世界で次の課題に対応するために協力
することができた」

米国インド太平洋軍とインド軍医療サー
ビスが主催したこのイベントでは、30 か国
以上の軍事医学専門家がバーチャルで集い、
パンデミックとの戦いから学んだ教訓を振り
返り、トラウマや野戦外科、遺伝子療法、遠
隔医療、ロボット工学、人道支援・災害救援

（HADR）活動における看護支援などの従来
および新たなトピックを掘り下げた。ミラー
少将は FORUM に対し次のように述べてい
る。「このイベントは、地域全体に利益をも
たらすために、医療空間における人間関係の

醸成と貴重な人材と専門知識の交換に極めて
重要だ。これはまた、科学的または手術医療
環境での研究、コラボレーション、および主
題の専門的意見交換に関するフォローアップ
の機会でもある」  

1989 年にアメリカ海軍予備軍看護師団の
少尉として任官したミラー少将は、アイオワ
大学で看護学の学士号と修士号を取得し、同
じく故郷のアイオワ州にあるデモイン大学で
医療管理の修士号とオステオパシー医学の博
士号を取得した。またカリフォルニア州サン
ディエゴの海軍医療センターで救急医療のト
ランジショナル・インターンシップと研修を
修了した。これまで、「不朽の自由作戦」支
援のために配置されたイラクでは外傷性ショ
ック移動医療小隊の責任者を務めるなど、看
護師団長や医療団長を歴任してきた。

米国インド太平洋軍司令部外科医に就く
前は、上級医務幹部、部隊外科医、作戦医学
専門リーダー、指揮官、副参謀長、予備役艦
隊外科医、米国艦隊司令部、および予備役部
門の海軍医療軍副司令官を含む指導的役割を
果たした。2 度の勲功章、4 度の功労記章、2
度の海軍功績章、軍事優秀志願兵従軍記章を
授与されている。

インド太平洋軍衛生交流会の直後に
FORUM とのインタビューで、ミラー少将
は軍の医療システムの将来の重点分野を強調
し、新型コロナウイルス感染症対策での軍衛
生の成功について触れ、軍事および民間医療
分野の進歩における相乗効果について説明し
た。そして「社会全体的なアプローチは、医
療関連の緊急事態を含む地域的または世界的
な緊急事態に効果的かつ効率的に対抗するた
めの最も重要な要素」だと述べた。

成功の
処方箋
健康への脅威に打ち勝つには 
協力が不可欠
FORUM スタッフ
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インド太平洋軍衛生交流会のテーマは、「不安定、
不確実、複雑、曖昧な世界における軍事医療」で
した。新型コロナウイルス感染症の世界的大流行
は、インド太平洋地域および世界の軍事医療にど
のような変化をもたらしているでしょうか？今後
数年間で、更なる訓練、専門知識、リソース、フ
ォーカスがどういった所で必要になりますか？
SARS-CoV-2 ウイルスの毒性及び透過性は、人と
人との相互作用が広い範囲に及ぶことを明らかに
示しました。新型コロナウイルスの海外軍基地施
設への影響は、島嶼国、島嶼国、島嶼地域への影
響と同一であると見ることができます。基地を隔
離し、横断を制限・監視することが可能であっても、
基地は有機的な維持資源を有していません。食糧、
水、毎日の消耗品は配送または発送される必要が
あり、新型コロナウイルス感染症の感染拡大リス
クが高まります。 
医療現場における更なる訓練、専門知識、およ

びリソースでは、医療従事者と施設がCOVID-19
およびその他の伝染病の標準的な操作手順を有す
ることに焦点を当てる必要があります。これには、
個人用保護具（PPE）の手順、隔離病棟の指定お
よび設営、曝露を制限するために必要な機器、お
よび物流サプライチェーンの管理といった分野が
含まれます。
バイオサーベイランスでは、感染症の可能性の

ある初期段階で主要な指標を特定し、監視するた
めに、国際的な専門家や軍事委員会との積極的な

コミュニケーションと調整が必要になります。軍
の健康保護とバイオサーベイランスは、早期の検
出と警告のために国際的パートナーとの調整・統
合が必要です。
新型コロナウイルス感染症の世界的大流行は、

世界中の医療システムに深刻な影響を与えました。
軍の医療制度を含む医療制度を改善するための今
後の取組みとして、以下に焦点を当てることが求
められます。 

•	大規模なパンデミックに伴う医療需要の大
幅な増加に対応するための病院の能力増強
機能の向上。
•	パンデミック対応の需要に疲弊する医療従
事者や、自ら病気になる医療従事者を支援
するために、十分な数の最前線の医療従事
者を確保すること。 
•	監視、データ収集、事例的検討および情報
普及の改善。
•	試験、ワクチン、治療法の研究開発の加速。

現在の公衆衛生危機は、同盟国、提携国、志を同
じくする国々の間の軍事医療の相互運用性にどの
ように影響を与えましたか？たとえば、PPE、医
薬品、およびその他の重要な物資に関連するサプ
ライチェーンの問題を解決するために提携各国は
どのように協力してきましたか？
提携各国は、伝染病の指標および将来のパンデミ
ックで使用される可能性のある戦略に関する相互
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の認識と理解を向上させました。各国は、担当地域
（AOR）全体で、時間の経過を通じて PPE、医薬品、
人工呼吸器など何が必要かを登録してきました。大使
館がこうした要求を処理し、特定の任務を遂行するよ
う、または特定のリソースを提供するよう求められた
ときに米国国防総省が通常の既存プロセスを通じて協
力しました。担当地域全体の主要パートナーは、困っ
ている人々をサポートする態勢が整っており、連絡と
連携を通じて、私たちは困っている人々を最大限支援
することができました。私たちは誰もが、個々のシス
テムの違いに基づいて、各医療システムが危機の時に
どのように対応するかをより理解することが可能です。

社会全体で、パンデミック対応は課題と機会を浮き彫
りにしました。軍事医療分野ではどのような教訓が得
られましたか？新型コロナウイルスに対する軍の対応
でどのような成功や失敗がありましたか？
得られた教訓： 
•	一連の問題を詳しく定義し、リソースソリュー
ションとして機器と人員を組み合わせて追加す
るか、または、機器と医療専門家のどちらかを
追加するかについて検討する際の成果を把握す
ること。

成功：
•	医療システムに関する普遍的な教訓に加えて、
準備態勢に関する普遍的な教訓も得られまし
た。パンデミックは社会のすべての分野に影響
を及ぼし、国の戦略的対応を計画するには、医

療を超えて、調達システム、サプライチェーン、
運用サポート、物流などに目を向ける必要があ
ります。軍はこうした準備態勢の側面について
経験を積んでいるため、パンデミックでは複数
の成果につながりました。たとえば、軍は厳し
い環境を含む世界全域に展開しています。これ
にもかかわらず、（米国）軍は現役軍人の 97.8
％にワクチンを接種することができました。こ
れは、パンデミックへの我々の対応における真
の成功だと言えます。 

機会： 
•	改善が必要な分野としては、公衆衛生データと、
環境および気象の決定要因を含むパンデミック
を推進する他の要因に関連するデータを統合す
る能力が挙げられます。データの近代化と、人
工知能の使用を含むデータと情報の使用に対す
る革新的なアプローチは、将来のパンデミック
を管理する能力の向上につながります。

軍事医療の進歩が民間医療に取り入れられたことや、
その逆のケースについて教えていただけますか？
新型コロナウイルス感染症を踏まえて、地域や世界
的な公衆衛生上の緊急事態に対抗する上で、社会全
体的なアプローチはどの程度度重要ですか？
「社会全体的なアプローチは、医療関連の緊急事態
を含む地域的または世界的な緊急事態に効果的かつ
効率的に対抗するための最も重要な要素です。特
にグローバルな対応の場合、資金調達と訓練を受
けた人材が必ず大きな課題となります。軍事医療
の進歩が社会全体に広がる例としては、米国国防
総省のウォルター・リード陸軍研究所（WRAIR）
が COVID-19 ワクチンについて行っている研究が
挙げられます。ウォルター・リード陸軍研究所は、
様々な SARS-CoV-2 変異株に免疫応答を提供する
COVID-19ワクチンを開発しています。これにより、
新たな変異株が出現する中で、新しいワクチンの
必要性を防ぐことができます。
社会全体的アプローチでは、社会的価値観とコ

ミュニティの関与、そして信頼性と透明性のある

インド太平洋軍衛生交流会で開会の挨拶をする、印軍
医療サービス局長ラジャット・ダッタ（Rajat Datta）
中将。アンソニー・J・リベラ（ANTHONY J. RIVERA）一等兵曹 / 米軍海軍

米国インド太平洋軍と印軍医療サービスが主催し
て 2022 年 3 月に開催されたインド太平洋軍衛生
交流会で開会の挨拶をする、米国インド太平洋軍

（USINDOPACOM）司令部外科医（当時） 
のパメラ・ミラー（Pamela Miller）米国海軍少将。
アンソニー・J・リベラ（ANTHONY J. RIVERA）一等兵曹 / 米軍海軍
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リーダーシップが重視されます。社会全体的アプ
ローチを通じてのみ、最も脆弱な人々の生活と生
計を守ることができます」

パンデミックにより、軍の医療専門家は 2 年以上
にわたって膨大な時間、エネルギー、およびリソ
ースを注ぐことを余儀なくされました。この時期、
人道支援・災害救援などの軍事医療の他の分野に
おいて重要な発展はありましたか？  
人道支援・災害救援は国防総省の専門分野で
す。災害管理・人道支援中核研究拠点（Center 
for Excellence in Disaster Management and 
Humanitarian Assistance）は、米国インド太平
洋軍の直属部隊であり、インド太平洋地域の災害
対策と社会的回復力を推進する主要機関です。新
型コロナウイルスは、各国を我々の担当地域に参
加させ、人道支援・災害救援に関する地域の知識
と専門知識を促進する機会を増やしました。新型
コロナウイルスの感染拡大の中で、こうしたプロ
グラムは継続され、バーチャル空間で盛んな交流
が行われました。

新型コロナウイルス感染症の時代を経て、軍の医
療従事者は次のパンデミックに対応するためにど
のような準備を整えていますか？
新型コロナウイルス感染症は、医療コミュニティ
があらゆるレベルでコミュニケーション、調整、
協力する必要性を明確に示しました。これにより、
個人、チーム、組織、機関、政府、軍隊が相互に
ネットワークを構築し、作戦の構想、計画、作戦
を策定・更新することができました。 
新型コロナウイルス感染症を通じて、供給と輸

送の重要なインフラストラクチャに組み込まれて
いる商品や消耗品に社会が、そして軍が依存して
いることと、外国からの供給に過度に依存してい
ることが明らかになりました。新型コロナウイル
スの感染は、非常に大きな教訓をもたらしました。
まったく新しいウイルスの予防と治療方法の両方
を学びました。コミュニケーションと協力を通じ
て、脅威に対する多面的かつ社会全体的な対応を
よりよく組織する方法も学びました。

パンデミック中に多国間イベントを開催する上で
どのような問題がありましたか？
特に新型コロナウイルス感染症の状況が刻々と変
化する中で、インド太平洋軍衛生交流会を主催す
ることは大きな課題でした。当初、イベントは対
面での実施を予定していました。資金面を確保す
るためにも、会議の場所と宿泊施設が早期に決定
されました。米国インド太平洋軍は世界中から 25

人以上の代表者を招待した一方で、我々はインド
のパートナーと共に新型コロナウイルスの感染状
況を監視し続け、状況は流動的でした。 
最近のオミクロン株の急増を受けて、開催日の

3週間前にすべてをバーチャルに切り替えること
が決まりました。これにより、すべてのプレゼン
テーションと講演者に対応できるバーチャル環境
と同時通訳室を準備する必要が生じました。複数
のユーザーが複数の時間帯にまたがってトピック
にアクセスできるよう、プレゼンテーションの一
部を事前録画する必要もありました。さらに、事
前録音されたプレゼンテーションを集め、準備す
る必要も生じました。

インド太平洋軍衛生交流会では、軍事医療の発展
について特にどのようなことを学びましたか？
人工知能、ウェアラブル、および健康を監視し、
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監視を強化し、性能を向上させる技術に関する
軍事医療アプリケーションです。

インド太平洋地域内外の同盟国および提携国の
軍事医療機関の専門知識、有効性、相互運用性
を高める上で、インド太平洋軍衛生交流会とい
ったイベントはどのような価値がありますか？
仮想テクノロジーの導入拡大などの要素を考慮
すると、インド太平洋軍衛生交流会は今後どの
ように進化すると思いますか？
インド太平洋軍衛生交流会や軍民衛生安全サ
ミット（Military Civilian Health Security 
Summit）のような多国参加および多国間同士
で開催する大規模なイベントや会議は、軍だけ
でなくすべての市民に効果的かつ効率的にケア
を提供するための相互能力を強化することを目
指して、医療コミュニティ内の米国および海外

のパートナーシップと関係をベースに構築され
ています。
このイベントは、地域全体に利益をもたらす

ために、医療空間における人間関係の醸成と貴
重な人材と専門知識の交換に極めて重要です。
また、科学的または手術医療環境での研究、コ
ラボレーション、および主題の専門的意見交換
に関するフォローアップの機会でもあります。
このプラットフォームはまた、大小すべての国
に、それぞれの国が有する優れた人材や専門知
識を紹介する機会を提供しています。  
過去数年にわたり、私たちはこうした取り組

みを仮想空間でも継続して行えることを繰り返
し証明してきました。ただし、個人的な関わり
や関係構築の価値という点からも、対面での開
催に代わるものはないという声が数多く挙がっ
ています。o

ニューデリーに到着した、 
米国国際開発庁から寄付された
新型コロナウイルス救援物資。
マーサ・ヴァンリーシャウト（MARTHA 
VANLIESHOUT）/ 米国国際開発庁
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安全保障の

非伝統的脅威
への対策

各国は進化する地域の課題に立ち向かうべく強力なパートナーシップの
構築を求められている

冷 
戦終結以降の安全保障の概念の転換に
より、安全保障に対する非軍事的、つ
まり非伝統的な脅威が認識されるよう
になった。非伝統的安全保障（NTS）
は、気候変動、エネルギーや食料など
の資源不足、感染症、自然災害、国境

を越えた犯罪、人身売買や麻薬密売、大量移住などの
人間の安全保障上の幅広い問題によって構成されてい
る。アナリストは、これを人間の安全保障と開発の集
合体と呼ぶ。こうした非伝統的安全保障領域は、通常、
領土侵略などの国家安全保障に対するより差し迫った
脅威に関する議論の範囲外にある。これらの課題に対
処するには、しばしば国際的な関係者の関与が必要だ。
このレポートでは、いかに非伝統的安全保障上の

脅威に対する協力が、インド太平洋地域でより強力な
パートナーシップを構築する上での触媒となり得るか
について考察する。その中で、2つの異なる、かつ相
互に関連したセグメントに注目する。第一に、南アジ
アおよび東南アジアの国々、ならびに太平洋諸島の
国々に影響を与える重要な問題を特定する。第二に、
日米豪印戦略対話（クアッド）、東南アジア諸国連合
（ASEAN）地域フォーラム、ブルー・ドット・ネット
ワーク、環インド洋地域協力連合（IORA）などの協力
プラットフォームが、いかに非伝統的安全保障問題を
緩和し、地域のプレーヤー間のより良い安全保障ガバ
ナンスと協力の観点から、各国に機会を提供すること
ができるかを分析する。

非伝統的安全保障問題：概要
南アジア 
南アジアでは自然災害が相次いでいる。2004 年にはイ
ンド洋沿岸部で地震と津波が発生。2007 年には、サイ

クロン・シドルがスリランカ、インド、パキスタン、
アフガニスタン、バングラデシュを襲い、大惨事をも
たらした。2020 年には、サイクロン・アンファンによ
り、バングラデシュ、ブータン、インド、ミャンマー
で 500 万人近くが避難を余儀なくされ、自然災害によ
る世界最大規模の避難となった。こうした災害は経済
的損失と大規模な犠牲者を生み出す。そして影響をさ
らに深刻化させる原因が、多くの場合、早期警報シス
テムや対応の不備だ。 
近年、この地域の国々は、気候変動に関連する非伝

統的安全保障の脅威にますます直面している。国連の
気候変動に関する政府間パネルは、海面上昇がこの地
域の低地に悲劇的な影響を及ぼすと予測している。一
方、ヒマラヤ山脈の氷河衰退は、河川に深刻な脅威を
もたらす可能性がある。 
さらに、気候変動による移住が増加している。世界

銀行は 2018 年の報告書で、気候変動により母国から
他の国々に移住する人口は 2050 年までに 1億 4000
万人を超えると予測している。気候変動による移住は、
緊張と不平等を高めるだけでなく、教育や医療といっ
た基本的サービスへのアクセスにも影響を及ぼす。例
えば、バングラデシュはこの現象のホットスポットと
なっている。バングラデシュの問題をさらに悪化させ
ているのは、ミャンマーからのロヒンギャ難民の流入
だ。国連難民高等弁務官事務所によると、ミャンマー
から近隣諸国に避難した 100 万人のロヒンギャ族や亡
命希望者のうち、86万人がバングラデシュ国内にいる。
これについては、移住を国家開発イニシアチブに取

り入れること、移住と人道支援に関するフレームワー
クの相乗化を図ること、地域のステークホルダーのた
めの包括的な人道的対応トレーニングプログラムを開
発することなど、幅広い移住対策が考えられる。その

スリーパルナ・バネルジー（SREEPARNA BANERJEE）＆ プラトナシュリー・バス (PRATNASHREE BASU）/ オブザーバー・リサーチ・ファンデーション
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他にも、官民のパートナーシップの強化、市民社会グ
ループの参画、移住者や亡命者コミュニティのエンパ
ワーメントといった戦略が考えられる。 

東南アジア 
東南アジアは、世界第 2位の麻薬生産地であり、アヘ
ンの主要生産地とされるゴールデン・トライアングル
で活動する違法麻薬カルテルのホットスポットであり
続けている。 
国連の推計によると、ミャンマーにおけるケシの栽

培面積は 2006 年以来 3倍に増え、現在は 60,703 ヘ
クタールに達している。クーデター前のミャンマーは
ある程度の経済成長が見られていたものの、周辺地域
に開発事業が到達することはなく、ケシ栽培が現在に
至るまでさかんに行われている。国連は、ミャンマー
やラオスで代替となる作物の導入により介入を試みて
いるが、麻薬密売は急速に拡大し、他の国々にとって
も課題となっている。 
例えば、世界でも最も厳しい麻薬法があるベトナム

は、ヘロインやメタンフェタミンの輸送拠点となって
いる。ASEAN諸国とともに、日本、中国、韓国などの国々
では、ヘロインの使用から、ゴールデントライアング
ルから密輸・密売されたアンフェタミン型興奮剤への
シフトが見られる。
南アジアと同様に、東南アジア諸国、特にインドネ

シア、ミャンマー、フィリピン、タイ、ベトナムは気
候変動に関連する脅威に直面している。国連は、今後
10年以内に東南アジアの洪水や旱魃のリスクが増加
し、フィリピンの国内総生産の 3％、ラオスの 2％、
カンボジアの 1.5％以上の経済的損失につながると予
測している。

この他にも深刻な脅威が存在する。インドネシアの
森林面積は、パーム油の過剰搾取のため、1990 年の
65.4%から 2013 年の 50.2%に減少している。一部の
東南アジア諸国（および中国）からのプラスチック廃
棄物は、世界の海洋におけるプラスチック廃棄物の半
分を占めている。また、インドネシアやフィリピンな
どの国々は、環太平洋火山帯に位置することから、地
震とそれに伴う災害の脅威に長年さらされている。 

太平洋島嶼国 
太平洋諸島からの温室効果ガスの排出量は依然として
少ないものの、地球温暖化の脅威、特に海面上昇は過
小評価できない。これらの国々はまた、国境を越えた
犯罪、自然災害、資源の違法かつ持続不可能な搾取と
いう問題を抱えている。脅威に対抗するためのリソー
スが限られている場合も多く、多国間パートナーシッ
プの支援が必要だ。

非伝統的脅威対策での協力
従来型安全保障の強化のために設計されたパートナー
シップに不足があるという訳ではない。しかし、既存
のメカニズムの範囲を非伝統的安全保障の脅威の緩和
へと拡大し、新たな協力フレームワークを構築するこ
とが必須だ。
長年にわたり、ASEANの地域安全保障の枠組みは、

非伝統的安全保障の問題という試練にさらされてきた。
こうした試練には、1997 年のアジア経済危機、2002
～ 03 年の重症急性呼吸器症候群の発生、2007 年の鳥
インフルエンザ流行、そして最近では 2020 年に世界
的に拡大した新型コロナウイルス感染症が含まれる。 
ASEANは、こうした問題に対応するためのいくつ

演習「ノーブル・フュージョン」でフィリピン海で編隊航
行する日本海上自衛隊と米国海軍の艦船。 
テイラー・クレンショー（TAYLOR CRENSHAW）兵曹 / 米国海軍
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かの対策を導入している。例えば、ASEAN防災緊急対
応協定（ASEAN Agreement on Disaster Management 
and Emergency Response）は、加盟国が災害リスク
の低減や災害対応を目指した集団的な取り組みを強化
するための政策的根幹となっている。一方、ASEAN
地域フォーラム（ASEAN Regional Forum）では、
加盟国が安全保障問題について話し合い、政策立案を
通じて地域の平和と安全を強化するための協力策を展
開している。ASEAN政治安全保障共同体（ASEAN 
Political-Security Community）は、安全保障協力を行
い、政治的連携を推し進めるするための道を開いた。 
ASEANの女性と子供に重点を置いた人身売買対

策計画（ASEAN Plan of Action Against Trafficking 
in Persons, Especially Women and Children）は、
ASEAN加盟国の国内法と政策、および関連する国際義
務の枠内での具体的な措置を定め、すべての加盟国に
共通する地域的課題に取り組むことを目的としている。 
2020 年初頭、ASEAN加盟国は新型コロナウイル

ス感染症の世界的大流行を受け、移動制限命令を発令
し、情報共有を開始した。 
ASEANはまた、日本、中国、韓国とのASEANプ

ラス 3イニシアチブなど、さまざまなプラットフォー
ムで他の国と協力している。また、ASEAN地域フォー
ラム災害救援演習（ASEAN Regional Forum Disaster 
Relief Exercise）でインドと協力している。実際、イン
ドはASEAN防災人道支援調整センターとの密接な関係
構築を目指している。新型コロナウイルス感染症の世界
的大流行の中で、インドは後発医薬品や医療技術の生産
においてもASEANと協力する意欲を示している。 
ブルー・ドット・ネットワーク 
オーストラリア、日本、米国は 2019 年にインフラ整
備を推進するブルー・ドット・ネットワーク（Blue 

Dot Network）を立ち上げた。このネットワークは、
インドなどの国々と協力して、認証を含む持続可能な
プロジェクトを推し進めている。主要なネットワーク
協定では、ASEAN諸国の「スマートシティ」プロジ
ェクトに関するものもある。また、食料安全保障、災
害、健康への潜在的な影響を特定することで、国が持
続可能なインフラストラクチャーを実現するのを支援
するブルー・ドット・マーケットプレイス（Blue Dot 
Marketplace）も提案されている。 

環インド洋地域協力連合 
環インド洋地域協力連合（IORA）は、23の加盟国と
10の対話パートナーを通じて、地域協力と持続可能な
開発を強化することを目指している。このグループは、
海賊行為、海上での武装強盗、テロ、人身売買、不法入
国、野生動物・麻薬・武器の売買など、加盟国が直面し
ている多くの伝統的かつ非伝統的な安全保障上の課題に
取り組んでいる。さらに、IUU （違法・無報告・無規制）
漁業、海洋健康の劣化、海洋資源の不法搾取といった問
題も存在し、気候変動がそのすべてを悪化させている。 
2021 年 1月、第 1回環インド洋地域協力連合災害

リスク管理専門家会議は、災害リスク管理ワーキング
グループ（ IORA Working Group on Disaster Risk 
Management）を設立するためのロードマップを策定
した。
加盟国はまた、インド洋における人道支援・災害救

援（HADR）活動のためのガイドラインを確定した。
環インド洋地域協力連合は、海上の安全と安全保障に
関する常設ワーキンググループの IORAアクションプ

2021 年にフィリピンを襲った最大規模の超大型台風「オデット（別
名「ライ」）」の被災者に食事を提供するフィリピン陸軍兵士。ロイター
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ランの提案を足がかりに、非伝統的安全保障上の脅威
に対抗するための協力を強化することが求められる。

ベンガル湾多分野技術経済協力イニシアチブ 
ベンガル湾多分野技術経済協力イニシアチブ
（BIMSTEC）は、バングラデシュ、ブータン、イン
ド、ミャンマー、ネパール、スリランカ、タイで構成
されており、持続可能な成長と地域の平和を維持する
上で、テロと国際的な組織犯罪の撲滅を最も重要な
前提条件の 1つとして認識している。2009 年に採択
された「国際テロ、越境組織犯罪・違法薬物取引対
策条約（BIMSTEC Convention on Cooperation in 
Combating International Terrorism, Transnational 
Organized Crime and Illicit Drug Trafficking）」は、
加盟国が国内の法律・規制に従うことを前提に、これ
らの課題に共に対処するための信頼関係構築を目指す
ものだ。 
15 条で構成される同条約には、人身売買や不法入

国に関する条項は含まれていないが、ベンガル湾多分
野技術経済協力イニシアチブ加盟国の国家安全保障ア
ドバイザーらは毎年会合を開き、現在は協力のための
メカニズムの批准を進めている。その後、国家安全保
障顧問らが法執行、情報、安全保障における協力と調
整のための措置を策定する予定だ。これにより、安全
保障を担う組織の能力構築が促進され、リアルタイム
の情報共有が可能になる。災害管理では、ベンガル湾
多分野技術経済協力イニシアチブは、知識や技術的な
専門知識を共有し、標準的な運用手順を策定し、災害
対応部隊を創設し、資金を提供することにより、能力
構築の協力を促進することが可能だ。 

ミニラテラル・フォーラム 
クアッド 
日米豪印戦略対話（クアッド）は、オーストラリア、
インド、日本、米国の戦略的パートナーシップであり、
インド太平洋地域の繁栄を確保するためにメンバー国
の共通の利益を基盤としている。クアッドのアジェン
ダは、重要な技術・材料、信頼性の高いサプライチェ
ーン、インフラ、人工知能、量子コンピューティング、
サイバー問題、新型コロナウイルス感染症対応、ワク
チン生産、気候変動などの分野における協力が中心で、
問題単位の協力ではASEAN諸国が含まれる可能性が
ある。
クアッドはまた、インド太平洋地域内の災害管理と

能力開発のための堅牢な構造を開発している。 

豪印日三国間協力 
地政学的に重要なインド太平洋地域は、オーストラリ
ア、インド、日本が協力関係を築き、法治に基づく秩
序を推進するための最適な地域となり得る。 
これら 3か国は、互いの国々やその近隣諸国に人道

支援・災害救援を提供しあうことを約束している。さ
らに、インドと日本は人道支援・災害救援運用に焦点

を当てた共同演習を実施している。また、新型コロナ
ウイルス感染症の世界的大流行を受けて、これら 3か
国は医療用品と人道支援・災害救援オペレーションを
共有することで、科学開発と研究能力にも取り込むこ
とができた。 
もう一つの課題は IUU漁業であり、消費者の需要

により漁業が激化し、資源不足を悪化させる恐れがあ
る。さらに、海賊行為、密輸、強制労働などの海上犯
罪の脅威も存在する。オーストラリア、インド、日本は、
大規模な水産業の拠点として、環インド洋地域協力連
合、およびインド洋マグロ類委員会（Indian Ocean 
Tuna Commission）などの他のプラットフォームを通
じて協力することで、対象範囲を拡大する必要がある。

新たな地域秩序
トリラテラル（三国間）、ミニラテラル（数国間）、マ
ルチラテラル（多国間）のグループの出現、そして志
を同じくする国家間のバイラテラル（二国間）シナジ
ーの増大は、新たな地域秩序の形成へとつながる重要
な発展だ。同時に、インド太平洋地域では国益と目標
に沿って設計された戦略的選択肢が引き続き重視され
るとみられる。 
各国は、さまざまな非伝統的安全保障上の脅威に対

処するための地域戦略と行動計画を遂行する必要があ
る。国家および非国家主体は、既存の地域的枠組みおよ
びイニシアチブに基づいて構築される、よりターゲット
を絞った行動計画を作成することが可能となるだろう。 
経済的または安全保障上の必要性に基づく従来のパ

ートナーシップの形式に加えて、具体的かつ測定可能
な目標に焦点を当てた機能ベースの協力も急速に広ま
っている。過去数年でインド太平洋地域で出現してき
たミニラテラル・プラットフォームは、機能ベースの
協力体制だ。非伝統的安全保障の分野で進展を達成す
る上で、こうした協力体制の有益性が期待される。o

元の記事はインドのニューデリーのオブザーバー研究財団が 2022 年 3 月に公開したもので、
FORUM のために再編集しています。元の記事全文はこちらでご覧いただけます： 
https://www.orfonline.org/research/strengthening-partnerships-to-counter-non-
traditional-security-threats-in-the-indo-pacific/. 

インドネシアの排他的経済水域で違法漁業の疑いのあるベトナム船
を監視するインドネシアの警察官。ロイター
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チップ
戦争

台湾が中国による
自国産業への 
経済的攻撃を 
阻止するための 
措置を導入
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記事・写真：ロイター

台
湾の調査局の高官が 2022 年 4月
に発表したところによると、台湾
のスパイキャッチャーは、半導体
エンジニアやその他のテクノロジ

ー人材を不正に引き抜いた疑いのある約 100
社の中国企業を対象に捜査に乗り出した。
関係者によると、2021 年初頭以降 7社が

起訴されており、27社が強制捜査を受けた
り所有者が当局から出頭を命じられた。
テクノロジー大国台湾は、戦闘機から携帯

電話に至るあらゆる分野で使用される世界の
マイクロチップのほとんどを製造しており、
政府は長い間、経済スパイ、人材の引き抜き
などの方法を通じて、自国の成功を模倣しよ
うとする中国を警戒してきた。台湾の一番の
ライバルである韓国は市場の 17%を占有し
ている。 

業界大手の TSMCの本拠地であり、世界
最先端の半導体製造能力の 92％を占める台
湾は、最小かつ最速のチップを製造しており、
中国が必要とするチップの専門知識を有して
いる。
現在に至るまで、台湾の主要なマイクロ

チップ産業はある種防衛の盾として機能して
きた。アナリストによると、半導体産業は中
国経済にとって不可欠であるため、製造工場
を危険にさらす軍事行動は最後の手段として
のみ行われるだろうと台湾は予測してきた。 
世界的なチップ不足と、中国共産党の習

近平総書記が米国との貿易戦争を受けて先進

新竹にある台湾半導体研究所の施設で展示されている
2 つのチップ。

イラスト：FORUM
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的なチップの自給自足を一層強力に推し進めると公言
する中で、技術者人材の争奪戦が激化し、台湾にとっ
てのリスクが高まっている。
これに対し、台湾は 2020 年 12 月、主要なスパイ

取締組織である法務省捜査局内に人材引き抜きを取り
締まるタスクフォースを創設した。
捜査や尋問に関わる事件は、「氷山の一角」だと、

捜査が妨げられないように匿名を条件に関係当局の高
官は述べた。
調査局は、同高官のコメントが同局の見解を表して

いると述べている。

決意の高まり
自治台湾を自国の領土である
と主張する中国政府からの軍
事的圧力の強化を受けて、台
湾政府は台湾のチップ優位性
を守るという決意を強めてい
る。 
米国のチップ依存性を考

えると、中国による台湾の
産業の買収が進めば、より
広範な紛争に繋がる恐れがあ
るという懸念が各国から挙が
っている。新米国安全保障セ
ンター（Center for a New 
American Security）の 2022
年 1月の調査によると、サプ
ライチェーンの回復力を構築
するための多国間の対応と世
界的な取り組みもまた、台湾
のマイクロチップ産業の保護
に役立つ可能性がある。
中国政府が経済スパイ活

動を強化しているという懸念
が高まる中、2022 年 2月、
台湾政府は中国政府によるチ
ップ技術盗用を防止する法律
を提案した。
台湾の内閣は、中核技術を中国または「外国の敵」

に漏洩させた場合、最高 12年の懲役刑を課すという、
国家安全法に基づく経済スパイ活動への新たな違反項
目を提案した。
TSMCの最先端の2ナノメートルのチップ製造技術を

例に挙げると、内閣の羅秉成（Lo Ping-cheng）報道官は、
このような技術は新法に基づく台湾の安全保障にとって
不可欠であると見なされるため、企業秘密に関する従来
の法律に加えて、追加的保護が必要となると述べた。
羅報道官は「TSMCには世界をリードするテクノロ

ジーがあることは周知の事実だ。同社の技術が盗まれ
た場合、大きな影響を受けるだろう」と述べた。
さらに羅報道官は、裁判を迅速化するために、経済

的スパイのための指定裁判所が設立されるだろう、と
付け加えた。
台湾政府はまた、第三国に設立された企業を介して

中国企業が台湾で人材を不正に引き抜くことを防ぐた
めに、法律の厳格化を提案している。台湾の議会は、
法制化の前に改正案を可決しなければならない。
台湾当局はすでに、中国による違法な方法による台

湾への投資に対する処罰を強化しており、近年多くの産
業スパイ事件を引き起こしていると政府は述べている。
中国のテクノロジーサプライヤーに言及した声

明で、台湾の蘇貞昌（Su 
Tseng-chang）首相は「近年、
共産主義サプライチェーンか
らの台湾産業への侵入がます
ます深刻化している」とした
上で、「彼らは我が国のハイ
テク人材を引き抜き、国の中
核的かつ主要なテクノロジー
を盗んだ」と述べている。
2022 年 3月、捜査局は過

去最大規模の作戦を実施し、
「中国共産党による人材引き
抜きと秘密裡の窃盗の違法行
為」に対抗することを目的に、
8社を強制捜索捜査した。

中国が採用するトリック
中国企業が台湾のエンジニア
を雇用すること自体は違法で
はない。しかし、台湾の法律
では、チップ設計を含む半導
体サプライチェーンの一部に
中国の投資を禁止しており、
チップ包装などの分野で検査
を義務付けているため、中国

のチップ企業が合法的に台湾島で事業を行うことは困
難となっている。
台湾の技術者は中国に行くことができるが、特に新

型コロナウイルスの影響で移動がより困難になってい
ることからも、多くは台湾での生活レベルを好む。
捜査中の事件のひとつでは、台湾のデータ分析会社

を自称する企業が関与しており、当局は同社が上海に
拠点を置くチップ会社の手先であり、チップ設計図を
中国に送付していると考えられていると当局の高官ら
は述べている。
2022 年 3月中旬、1年近くの監視を経て、調査局

TSMC ロゴが記されたスマートフォン。
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は尋問のために同社の所有者に出頭を命じた。関係
者は、起訴前であることを理由に会社名を明らかに
しなかった。
中国はそのほかにも、ケイマン諸島などのタッ

クスヘイブンに部署を組み込むなど、中国からの投
資を特定することを困難にするなどの戦術を取って
いる。
北京に拠点を置く集積回路設計会社スターブレイ

ズ・テクノロジー（Starblaze Technology）は、台
湾のテクノロジーハブである新竹で研究開発センタ
ーを無許可運営しているとして告訴されている。裁
判所の文書によると、Zoomを介して採用面接を行
い、給与と保険を処理するために香港の会社を利用
したという。
中国の国営関連会社トンフー・マイクロエレクト

ロニクス（Tongfu Microelectronics）は、違法に事
務所を構え、香港に拠点を置く子会社を経由してオ
フショア口座から従業員に米ドルで給与を支払って
いたとして告訴されている。被告人らは 2022 年 1
月に有罪判決を受けている。

最も求められている人材
台北に拠点を置くイザヤ・リサーチ（Isaiah 
Research）のルーシー・チェン（Lucy Chen）副社長は、
2021 年に中国のチップ企業が台湾の 2〜 3倍の給与
を提示して来たと述べている。中でも最も人気のある
人材は、リモートワークができる集積回路設計者だ。
給与での競争は難しいが、地元企業は長期的なキ

ャリア開発や、職場に併設される保育所、マッサー
ジ、ジムなどの福利厚生を提供することを目指して
いると、新竹にあるチップ社の役員は述べている。
引き抜きに応じる者は、台湾のテクノロジー企業

で再び仕事を見つけることができなかったり、公共
の恥とされるリスクがある。中国の SMIC に移った
TSMCの上級幹部数名は、台湾メディアで裏切り者
の烙印を押されている。
当局は、人材引き抜きに対する罰則の強化に取り

組んでいる。懲役刑の上限は従来から 3倍に引き上
げられて 3年となり、最高罰金は 5,200 米ドルから
520,525 米ドルに跳ね上がる。o
寄稿者：FORUM スタッフ

台湾半導体研究所でチップ試験を準備する技術者。
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カルチャー

インスタント
ヌードル店
タイのインスタントヌードル店で 
インド太平洋の 
多彩な味を提供

記事・写真：ロイター

わい深くスパイシーな料理やストリートフ
ードが有名なタイで、インスタント麺に人
気が集まるとはあまり想像できないかもし

れない。
しかし、インド太平洋地域の 70種類以上のイン

スタント麺をストックし、店内で調理して食べるこ
とができる店が今、ラッチャダポーン・クロンガム
（Ratchadaporn Krongngam）などの 10代の若者を
中心に話題を集めている。
2021 年 10 月にバンコクのショッピングモールに

「グッド・ヌードル（Good Noodle）」がオープンし
て以来、何千人もの若者たちが鮮やかなオレンジ色
の棚に並べられた、中国、香港、インドネシア、韓国、
台湾などの各地のインスタント麺を眺める姿が見ら
れる。
「店に来るのは 3回目」と 18歳のラッチャダポー
ン（Ratchadaporn）さん。「新しい種類のインスタ
ント麺や、いろんな味を試せるので、気に入っている」
と続けた。
客は店内で食事をすることが多く、自分で 3分間

の料理を作ることができる。価格は	
6 ～ 250 バーツ（ 約 24 円～ 1000 円）が中心だ。
18歳のシラヤコーン・チャロエンタット

（Sirayakorn Charoenthat）さんは、レストランで食
べるよりも学生にとって手頃な値段だと言う。
インスタント麺は、味、汎用性、利便性、低価格から、

一部のインド太平洋諸国で非常に人気があるが、保健
の専門家は重要な栄養素が不足しているため高度に加
工された食品を消費しすぎないように警告している。
グッド・ヌードルのマネージングディレクター

を務めるウンクール・ウォンコルトート（Ungkool 
Wongkolthoot）氏は、新型コロナウイルス感染拡大
中にバンコクのコンビニエンスストアやスーパーマ
ーケットを歩き回り、350 種類以上の種類のインス
タント麺を見つけたという。
そして、彼はそこにビジネスチャンスを見いだした。
同氏は「麺類を使ったインスタント体験を顧客に

提供したい」と言う。「他のコンビニやスーパーマー
ケットで麺を買って、後は忘れてしまうだけではも
ったいない」

味

IPDF
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2021 年 10 月にバンコクのショッピングモ
ールにオープンした「Good Noodle」で、
インド太平洋地域の各地から集められたさ
まざまな麺を眺める学生。 
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ボイス

前回プトラジャヤ・フォーラムで講演し
たのは 4年前でした。4年前に皆さん
とお会いして以来、世界は変わった

と言っても過言ではありません。1つではな
く、2つの時代的な出来事、新型コロナウイ
ルスとロシアによるウクライナ侵攻に起因し
ています。こうした稀に見る課題は、従来の
取り決め、同盟、パートナーシップの耐力を
試し、ギャップや脆弱性を明らかにしていま
す。これらは国が単独で解決できることでは
なく、私たちが団結して対応する必要があり
ます。マレーシアのダト・セリ・ヒシャムデ
ィン・フセイン（Dato Seri Hishammuddin 
Hussein）国防大臣が指摘したように、我々が
これら 2つの事象に対処する中で、他の国際
的な課題、例えばテロ、気候変動、自然災害
に対する取り組みはやや縮小したかもしれま
せん。しかし、将来的には今までと同様に我々
の国に衝撃を与える可能性があります。
新型コロナウイルスとウクライナ・ロシア

紛争は、世界的に影響を及ぼしており、安全
保障の領域を遥かに超えています。いずれの
問題からも、我々の地域、少なくともASEAN
（東南アジア諸国連合）の回復性をより高める
ため、既存のイニシアチブを開発または強化
するための教訓を得ることが可能です。さま
ざまな課題がありますが、3点に絞ってお話
します。
まず第一に、サプライチェーンの混乱です。

新型コロナウイルスの影響で、私たちの地域
のどの国でも原材料や完成品の流れにブレー
キをかけた国家的なロックダウンが行われま
した。これは世界の他の多くの国々でも同様
です。これにより、必需品や食料品、半導体
などの電子部品、さらには個人用保護具など
の重要な医療用品が不足しました。ウクライ
ナ・ロシア紛争も同様の影響を及ぼしていま
す。生活必需品や燃料の価格はすでに急上昇
しています。ロシアは世界有数の小麦輸出国
であり、「ヨーロッパ有数の穀倉地帯」である
ウクライナと合わせると、世界の小麦輸出の
ほぼ 3分の 1を占めています。また、ロシア
はヨーロッパの天然ガスの約 40％、欧州連合

の原油輸入の約 4分の 1を供給しています。
総合的に見ると、ASEANは農産物の純輸

出国です。危機の際に地域の回復力を高め、
混乱を最小限に抑えられるよう、リソースを
プールする仕組みを模索する必要があります。
ASEANは、2020 年の各国農林大臣による
共同声明で、新型コロナウイルス感染症の流
行下で地域の食料安全保障、食料安全、栄養
を確保すること、新型コロナウイルス感染症
ASEAN対策基金（ASEAN Response Fund）
を通じて、パンデミック対策に必要な医薬品
や設備の調達を支援することを誓約しました。
ASEANはまた、生活必需品に対する関税免除
を拡大し、食料品やワクチン関連製品にも対
象を拡大するように取り組んでいます。これ
らは良いイニシアチブですが、さらなる取組
みが必要です。
我々が直面している 2つ目の課題が、地政

学的な対立と同盟です。理想としては、公衆
衛生上の課題である新型コロナウイルスとの
戦いは、政治的イデオロギーや所属、先進国
や新興国に関係のない、世界共通のものであ
るべきでした。しかし、我々は完璧な世界に
生きているわけではなく、多国間組織は二極
化した世界で協調的な行動を構築するという
困難に直面しています。ワクチンの配布と選
択でさえもが政治化され、ワクチンの選択、
配布と受入れ、医療ケア、酸素の十分な確保、
および医療製品に顕著な影響を及ぼしました。
現在も続くウクライナ・ロシア紛争は、二酸
化炭素排出量の削減、グリーン企業や資金調
達の発展、サイバーセキュリティに関連した
取り組み、デジタル経済の構築、デジタル規
範の強化など、気候変動に関連した取り組み
を危険にさらしました。こうした対立の先鋭
化は、これらすべてを世界的アジェンダに盛
り込むことを困難にしています。
3つ目の課題は、既存の脅威の再開または

悪化です。既存の脅威とは、テロやサイバー
攻撃を指します。新型コロナウイルスによる
移動制限にもかかわらず、テロリストグルー
プは、当地域を含め、依然として攻撃の組織化、
扇動、実施に積極的です。ISIS（イラク・シリ

インド太平洋における安全保障協力の拡大
ウン・エンヘン（DR. NG ENG HEN）博士 / シンガポール国防大臣 

展望と可能性

IPDF
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“前回の会合以来、2 つの大きな出来事が私たちの世界を 

変えました。脆弱性と欠陥が明らかになり、我々は地域内外の

平和、安定、進歩を確実に維持するべく、こうした課題に 

対処するための集団的行動を取らなければならないのです。”

―シンガポール国防大臣ウン・エンヘン博士の講演 
2022 年 3 月プトラジャヤ・フォーラムにて

シンガポール海軍艦艇 RSS ステッドファストの上空を飛行するシンガポール空軍ヘリコプタター「チヌーク（Chinook）」と、オーストラリア、
マレーシア、ニュージーランド、シンガポール、英国による 5 か国軍事協定の 50 周年を祝う豪海軍艦艇「HMAS キャンベラ（Canberra）」。
AFP/GETTY IMAGES
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ア・イスラム国）やアルカイダなどの世界的なテロリ
ストグループは、回復力があり、適応力があることが
証明されています。彼らは採用戦略と過激化戦略を維
持し、サイバー空間を非常に効果的に利用しています。
新型コロナウイルス感染症による移動制限が解除され
た今、テロ活動が増加することが予想されます。
サイバー領域からの脅威については、新型コロナ

ウイルスとウクライナとロシアの紛争はいずれも、
虚偽情報が現実の世界に与える影響も示しています。
新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、陰謀や反ワ
クチン運動は過度のパニックを引き起こし、人々と
政府を分断し、世界的な公衆衛生の取り組みが損な
われました。
デジタル領域を通じて重要なインフラストラクチ

ャが影響を受ける可能性もあります。昨年（2021 年） 
5 月、アメリカの主要な石油パイプラインシステム、
コロニアル・パイプライン（Colonial Pipeline）に
対するランサムウェア攻撃により、米国東海岸の製
品の流れが遮断されました。（2021 年）10月には、
イランの燃料システムに対するサイバー攻撃が発生
しました。最近では、サイバー攻撃によってベルギ
ーとドイツのターミナルからの石油輸送に影響が生
じました。これらの事件は、仮想世界と物理世界の
間の誤った分断を明確に象徴しています。

国家主体と非国家主体の両方がデジタル領域の力
を認識したでしょうし、この領域から生じる脅威は
増大するばかりです。

安全保障協力の未来
ASEANは、個々の国が合意できる国際的な原則に基
づいて、こうした課題に集団的に対処することが可
能です。3つの主要な分野を挙げてみましょう。
第一に、私たちはすべての国家の主権と領保全の

優位性を守らなければなりません。紛争がある場合
には、いかなる国による強制的かつ不法な侵略も拒
否し、代わりに平和的な手段で紛争の解決を進めな
ければなりません。その好例として、マレーシアと
インドネシアのシパダン島とリギタン島をめぐる紛
争、マレーシアとシンガポールのペドラ・ブランカ
島、ミドル・ロックス島、サウス・レッジ島での紛争、
ジョホール海峡とその周辺でのシンガポールによる
干拓などが挙げられます。これらの紛争は、広く受
け入れられている国際法や慣行に基づいて平和的に
解決されました。
第二に、各国は自国の利益に基づいた意思決定が

可能でなければならない一方で、国際的な課題に対
処し、緊張を緩和し、悪影響を軽減するための信頼
醸成策に関与するための共有メカニズムが存在しま

新型コロナウイルス感染拡大の
中、シンガポール政府からの医
療供給の一環として届いた液体
酸素のタンクの傍に立つインド
ネシア人兵士。ロイター
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す。ここでも、我々の地域には好例があります。マ
レーシアとシンガポールは2004年に運用を開始した
マラッカ海峡パトロール（Malacca Straits Patrol）
の一部であり、マレーシアは 2017 年に設立されたテ
ロや海賊行為などの脅威に対処するためのスールー
海とセレベス海における三国間協力協定（Trilateral 
Cooperative Agreement）にも参加しています。
我々は、ASEAN拡大国防相会議（ADMM-Plus）に
参加する 18すべての海軍が実行する「海上におけ
る計画外の遭遇に関する規範（Code for Unplanned 
Encounters at Sea）」や、「航空軍事的遭遇に関
するガイドライン（Guidelines for Air Military 
Encounters）」などの信頼構築の取り組みを実施して
います。必需品やエネルギーのサプライチェーンの
中断を含む、国際的な課題に対処する上でも、同様
の協力的な枠組みを活用する必要があります。
第三に、安全保障分野では、確立されたプラッ

トフォームを通じて対話と協働を強化し、信頼を培
い、理解を深めなければなりません。世界の軍事力
の 90％近くを占める 18か国で構成されるASEAN
国防相会議（ADMM）、および拡大ASEAN国防相
会議（ADMM-Plus）は、現在、アジアの事実上の
安全保障体制となっています。我々はまた、オー
ストラリア、マレーシア、ニュージーランド、シ

ンガポール、英国との間に五か国軍事協定（Five 
Power Defence Arrangements）を締結し、ADMM
サイバーセキュリティおよび情報卓越性センター
（ADMM Cybersecurity and Information Centre 
of Excellence）、ASEANサイバー防衛ネットワー
ク（ASEAN Cyber Defence Network）、および
テロ対策情報ファシリティ（Counter-Terrorism 
Information Facility）を含むイニシアチブを通じて
協力しています。これらの多国間プラットフォーム
は、情報共有を促進し、軍隊間の信頼を強化し、共
通の目標を達成し、共通の脅威を軽減するための地
域的協力を強化します。
これらの課題に対し、ASEAN内およびASEAN

自体の回復性と対応を強化することにより、ASEAN
の重要性に対する信頼性を高めていきます。
前回の会合以来、2つの大きな出来事が私たちの

世界を変えました。脆弱性と欠陥が明らかになり、
我々は地域内外の平和、安定、進歩を確実に維持す
るべく、こうした課題に対処するための集団的行動
を取らなければならないのです。o

2022 年 3 月 29 日、マレーシアで開催された第 6 回プトラジャヤ・フォーラム（Putrajaya 
Forum）でシンガポール国防相のウン・エンヘン博士が講演を行いました。このフォー
ラムはマレーシア国防安全保障研究所（Malaysian Institute of Defence and Security）が
開催し、国防相、政府関係者、学者が集まり、国防と安全保障に関する事項について話
し合いました。FORUM のために再編集しています。

演習「コブラ・ゴールド」で、タイのフ
ィットサヌロック県の学校のためにコン
クリートを広げるシンガポール、タイ、
米国の兵士たち。
ジュリオ・リベラ（JULIO RIVERA）兵曹 / 米軍海軍
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韓国が初の固体燃料宇宙ロケットを
試験発射

韓国軍は、2022 年 3月下旬に初

めて固体燃料宇宙ロケットの試

験発射に成功したと述べ、最終

的には北朝鮮などの脅威をより効果的に監

視するための衛星群を打ち上げへ道を開く

ものだとした。

2021 年に韓国の弾道ミサイルとロケッ

ト開発に対する数十年にわたる制限を終わ

らせることで韓国と米国が合意して以来初

となったこの種の試験発射は、北朝鮮が最

高レベルのミサイル実験を行ってから 1週

間未満で行われた。

韓国国防部は声明の中で、1週間前に

北朝鮮が行った大陸間弾道ミサイルの実験

を挙げて、「この固体推進式の宇宙発射機

の試験打ち上げの成功は、非常に重要な時

期に我が国の軍隊の独立した宇宙監視と偵

察分野の防衛力を強化する上で重要な節目

である」と述べている。

同声明によると、当時の韓国のソ・ウ

ク（Suh Wook）国防相は、「純粋な韓国製

技術」で開発された同ロケットの打ち上げ

に立ち会った。

韓国政府関係者によると、2022 年 6月

には国産ロケットを使用した初の衛星打ち

上げに成功している。

科学省は、この 3段式の「ヌリ（Nuri）」

ロケットは、韓国のナロ宇宙センター

（Naro Space Center）から発射後、700 キ

ロメートルの目標高度で、ロケットの性能

を検証するために設計された機能衛星を配

置したと述べた。 

防衛省によると、ヌリの液体燃料ロケ

ットの設計とは対照的に、2022 年 3月 30

日に試験発射された固体燃料ロケットは、

より単純で、開発と製造にかかる費用が

少なく、打ち上げ速度も速いという。

3月の試験では、衛星打ち上げ用ロケ

ットに不可欠な技術である大型固体燃料エ

ンジン、フェアリング分離、ステージ分離、

上段姿勢制御技術が検証された。

防衛省は、このロケットを用いて小型

衛星または多数の超小型衛星を低地球軌道

に投入し、将来的には国内宇宙産業の活性

化に役立てるよう、こうした技術を民間に

移転する予定であると述べた。

韓国国防部 / AP 通信 

ロイター
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今後の期待IPDF
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2022 年 1 月にニューデリーで開催された共和国デーのパレードリハーサルで、
バイクスキルを披露するインド国境警備隊の女性チーム。

最後の写真IPDF

AP 通信

最後の写真

満員の 
	 パトロール

IPDF
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インド太平洋防衛フォーラムは、イン
ド太平洋地域の軍事・安保問題専門家
の方々を対象に無料提供している軍事
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